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編集方針  /  Editorial Policy

　東京センチュリーでは、統合レポートなどを通じて、当社の価値観と強みや持続的な企業価値向上につながるサステナビリティ
への取り組みを、皆さまにご理解いただくためにご報告しています。
　「SUSTAINABILITY DATA BOOK」では、統合レポートやウェブサイトなどで開示しているESG関連情報を集約し、主にESG
投資に関心の高いステークホルダーの皆さまにご参照いただくデータブックとしてESGの項目別に整理し、情報の一覧性を高め
ています。統合レポートおよびウェブサイトと合わせてご覧ください。
　今後も皆さまからのご意見を参考にしながら、より分かりやすいSUSTAINABILITY DATA BOOKとなるよう改善を図ること
で、ステークホルダーの皆さまとの対話に資するコミュニケーションツールとしてまいります。

SUSTAINABILITY DATA BOOKの位置付け

対象組織

報告の対象

原則として東京センチュリー株式会社および連結子会社を対象としています。
一部、東京センチュリー株式会社単体もしくは特定の範囲を対象としているものがあり、その場合は個別に対象
範囲を明示しています。

対象期間 2023年4月1日～2024年3月31日（一部対象期間以降の活動内容を含みます）

発行 2024年10月

　環境パフォーマンスデータの情報の信頼性を確保するため、GHG排出量スコープ1・2および3（カテゴリー1、4、13、15）、京セ
ラTCLソーラー合同会社の太陽光発電事業による年間発電量およびCO2削減貢献量について、デロイト トーマツ サステナビリ
ティ株式会社による第三者保証を受けています。（詳細は、2～4ページ「第三者保証」ご参照）

第三者保証

：　東京センチュリーの環境マネジメントシステム（EMS）適用範囲8社※

凡例

※東京センチュリー㈱、EPC Japan㈱注1、TCエージェンシー㈱、TCプロパティーソリューションズ㈱注2、エス・ディー・エル㈱、FLCS㈱、㈱アイテックリース、
　㈱IHIファイナンスサポート
注1　EPC Japan㈱は、2023年12月１日付で、㈱TRYより商号変更した。
注2　TCプロパティーソリューションズ ㈱は、2024年10月１日付で、TCホテルズ＆リゾーツ軽井沢㈱およびTCホテルズ＆リゾーツ別府㈱と合併し、存続会社として、 
　　  同日付でTCホテルズ＆リゾーツ㈱に商号変更した。

E M S

：　東京センチュリー単体

：　東京センチュリーグループ93社※

※国内48社、海外45社を対象としています。

：　第三者保証の対象項目

T C

G r
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第三者保証  /  Independent Practitioner's Assurance

　環境パフォーマンスデータの情報の信頼性を確保するため、GHG排出量スコープ1・2および3（カテゴリー1、4、13、15）、京セ
ラTCLソーラー合同会社の太陽光発電事業による年間発電量およびCO2削減貢献量について、デロイト トーマツ サステナビリ
ティ株式会社による第三者保証を受けています。

 独立した第三者保証報告書
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算定基準

保証対象項目 2023年度 対象範囲および算定方法

GHG排出量
スコープ1

GHG排出量
スコープ2

＜対象範囲＞
東京センチュリー株式会社

＜算定方法＞
リース物件の各品目群の取得金額×産業連関表ベースの排出原単位※

※「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver.3.4）」（環境省）

GHG排出量
スコープ3 
： カテゴリー1
（購入した製品およびサービス）

＜対象範囲＞
Aviation Capital Group LLC、TC Skyward Aviation Ireland Limited、TC Skyward Aviation 
U.S., Inc.およびTC Aviation Capital Ireland Limited　

＜算定方法＞
Aviation Capital Group LLCのオフリース機・リポゼス機のフェリーフライト（回送運航）で使用するジェット
燃料使用量×CO2排出係数※

※「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver.3.4）」（環境省)

TC Skyward Aviation Ireland Limited、TC Skyward AviationU.S., Inc.およびTC Aviation Capital 
Ireland Limitedは、当該会社の保有する機体の飛行データをもとにCO₂排出量を計算する、IBAのCEC（Carbon 
Emissions Calculator）からオフリース機・リポゼス機のフェリーフライト（回送運航）分を抽出したデータ

GHG排出量
スコープ3 
： カテゴリー4
 (上流の輸送・流通）

＜対象範囲＞ 東京センチュリー株式会社および主要グループ会社（計93社）

（国内48社）東京センチュリー㈱、EPC Japan㈱注1、TCエージェンシー㈱、TCプロパティーソリューション
ズ㈱注3、エス・ディー・エル㈱、FLCS㈱、㈱アイテックリース、ニッポンレンタカーサービス㈱グループ18社、
TC神鋼不動産㈱グループ3社、日本カーソリューションズ㈱、㈱オリコオートリース注2、㈱オリコビジネス
リース注2、㈱IHIファイナンスサポート、㈱アマダリース、京セラTCLソーラー合同会社、KCT洸陽合同会社、
EnergyGate2合同会社、EnergyGate4合同会社、水田湖二合同会社、水田湖三合同会社、T&Jパワー
プラント㈱、T&Jエコエナジー㈱、A&Tm㈱、周南パワー㈱、TCホテルズ＆リゾーツ軽井沢㈱注3、TCホテル
ズ＆リゾーツ別府㈱注3、CSI Leasing Japan㈱、第五日本ソーラー電力合同会社、他1社
注1　EPC Japan㈱は、2023年12月１日付で、㈱TRYより商号変更した。
注2　2023年10月1日に㈱オリコオートリースおよび㈱オリコビジネスリースは持分法適用関連会社へ変更したため、2023年9月30日までを算定

対象とした。
注3　TCプロパティーソリューションズ㈱、TCホテルズ＆リゾーツ軽井沢㈱およびTCホテルズ＆リゾーツ別府㈱は、2024年10月1日にTCプロパ

ティーソリューションズ㈱を存続会社として合併した。なお、存続会社であるTCプロパティーソリューションズ㈱は、同日付でTCホテルズ＆リ
ゾーツ㈱に商号変更した。

（海外45社）東瑞盛世利融資租賃有限公司、東瑞盛世利（上海）商業保理有限公司、Tokyo Century 
Leasing （Singapore） Pte. Ltd.、Tokyo Century Asia Pte. Ltd.、Tokyo Century Capital 

（Malaysia） Sdn. Bhd.、PT. Tokyo Century Indonesia、AIBISHI ENERGY CO., LTD.（愛弼士能源
有限公司）、CHAOHUI ENERGY CO., LTD. （昭暉能源股份有限公司）、TISCO Tokyo Leasing Co., 
Ltd.、TC Car Solutions (Thailand) Co., Ltd.、HTC Leasing Co., Ltd.、CSI Leasing, Inc.グループ 
17社、EPC Inc.グループ9社、Tokyo Century (USA) Inc.、AP Equipment Financing、Fiber 
Marketing International, Inc.、TC Aviation Capital Ireland Limited、Aviation Capital Group 
LLC、Aviation Capital Group Singapore Pte.Ltd.、ACG Aircraft Leasing Ireland Limited、BPI 
Century Tokyo Lease & Finance Corporation

エネルギー使用に伴うGHG排出量を対象

＜算定方法＞
スコープ1　各燃料使用量×CO2排出係数※1

※1.  地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」

スコープ2　電気使用量×CO2排出係数※2

※2.  日本 ： 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「電気事業者別排出係数一覧」

海外 ： IEA（国際エネルギー機関）Emissions Factors 2023の排出係数
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保証対象項目 2023年度 対象範囲および算定方法

GHG排出量
スコープ3
： カテゴリー13
（下流のリース資産）

＜対象範囲＞ 
東京センチュリー株式会社
対象投資 ： 政策保有株式

＜算定方法＞
スコープ１およびスコープ２のCO₂排出量をCDPで開示している政策保有株式企業
または自主的にスコープ１およびスコープ２のCO₂排出量を開示している政策保有株式企業のCO₂排出量×
当社の出資比率

GHG排出量
スコープ3
： カテゴリー15
（投資）

＜対象範囲＞
京セラTCLソーラー合同会社の太陽光発電施設

＜算定方法＞
年間発電量 ： 各太陽光発電施設の年間発電量（送電ベース）の合計
CO2削減貢献量 ： 太陽光発電による年間発電量（送電ベース） × CO2排出係数※

※太陽光発電協会表示ガイドライン（2023年度）のCO2削減に関する基準に記載の、環境省より公表された2021年度の温室効果ガス排出量（速報値）
におけるCO2排出原単位435g-CO2/kWh―結晶系シリコン太陽電池（太陽光発電システムの消費電力）45.5g-CO2/kWh=389.5g-CO2/kWh

京セラTCLソーラー
合同会社の
太陽光発電事業による
年間発電量および
CO2削減貢献量

①電子計算機、事務用機器、通信機器、電気機器、サービス業用機器、冷凍機および応用機器、
　医療用機器
＜対象範囲＞
東京センチュリー株式会社

＜算定方法＞
物件数の多い代表的機器の消費電力×年間想定利用時間×CO2排出係数※1×各機器の総数
※1.  地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「電気事業者別排出係数一覧」の2023年度の代替値

②航空機
＜対象範囲＞
東京センチュリー株式会社、TC Skyward Aviation U.S., Inc.、TC Skyward Aviation Ireland 
Limited、TC Aviation Capital Ireland Limited、Aviation Capital Group LLC

＜算定方法＞
上記会社が管理する機体の飛行データをもとにCO₂排出量を計算する、IBAのCEC（Carbon Emissions 
Calculator）から抽出したデータ

③船舶
＜対象範囲＞
東京センチュリー株式会社

＜算定方法＞
A重油・C重油の年間使用量×CO2排出係数※2

※2.  地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」

④オートリース車両およびレンタル車両
＜対象範囲＞
ニッポンレンタカーサービス㈱グループ18社、日本カーソリューションズ㈱

＜算定方法＞
年間走行距離×単位走行距離当たりの燃料消費量※3×CO₂排出係数※4

※3．  国土交通省　自動車燃料消費量調査　第１表　燃料別・車種別　総括表（2023年度） 
※4．  「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver.3.4）」（環境省)
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会社基本情報

商号 東京センチュリー株式会社

事業内容 国内リース事業、オートモビリティ事業、スペシャルティ事業、国際事業、環境インフラ事業

本社所在地 東京都千代田区神田練塀町3番地 富士ソフトビル

設立 1969年7月1日

代表者
代表取締役会長　　　雪矢　正隆
代表取締役社長　　　馬場　高一

資本金 81,129百万円

上場区分（証券コード） 東京証券取引所プライム市場（8439）

主要株主 伊藤忠商事株式会社、中央日本土地建物株式会社、日本電信電話株式会社

グローバルネットワーク 世界30以上の国と地域

※ 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

セグメントの名称 連結従業員数（人）※

国内リース事業 701 （157）

オートモビリティ事業 3,401 (3,351)

スペシャルティ事業 1,256 (1,301)

国際事業 2,188 （17）

環境インフラ事業 67 （7）

その他事業 14 （3）

全社（共通）管理部門 249 (34)

合計 7,876 (4,870)

事業セグメント

国内リース事業
情報通信機器、事務用機器、産業工作機械、輸送用機器、商業・サービス業用設備等を
対象としたリース・ファイナンス（貸付・出資）およびその附帯サービス、各種事業等

オートモビリティ事業 法人・個人向けのオートリース、レンタカー、カーシェア事業等

スペシャルティ事業
船舶、航空機、不動産等のプロダクツを対象とした、国内・海外におけるリース・ファイナンス

（貸付・出資）およびその附帯サービス、各種事業等

国際事業
東アジア・アセアン、北米・中南米を中心としたリース・ファイナンス（貸付・出資）および
その附帯サービス、オート事業等

環境インフラ事業
再生可能エネルギー等に係る国内・海外における発電事業、リース・ファイナンス

（貸付・出資）およびその附帯サービス、各種事業等

（2024年3月31日現在）
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財務データ

2023年3月期

227,383

△16,075

△201,421

240,047

2024年3月期

△176,742△31,429

△108,497△31,308

261,8976,926

183,925201,280

3. 連結キャッシュ・フローの状況

項目 単位

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円

現金及び現金同等物期末残高

2022年3月期

百万円

2023年3月期

5,663,787

795,580

1,376.88

2024年3月期

6,460,9306,082,114

1,011,176888,985

1,781.321,555.54

２. 連結財政状態

項目 単位

総資産 百万円

純資産 百万円

1株当たり純資産※

2022年3月期

円 銭

11.9 13.512.5自己資本比率 %

※ 2024年1月1日を効力発生日とし、普通株式1株につき4株の割合での株式分割を実施しました。2022年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」
を算定しております。

１. 連結経営成績

項目 単位

売上高 百万円

営業利益 百万円

経常利益 百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円

2022年3月期

102.89 147.329.741株当たり当期純利益※ 円 銭

8.1 8.80.7自己資本当期純利益率 ％

1.6 1.91.8総資産経常利益率 ％

6.5 7.76.9売上高営業利益率 ％

1,277,976

82,675

90,519

50,290

1,346,1131,324,962

104,22591,221

117,303106,194

72,1364,765

2023年3月期 2024年3月期

※ 2024年1月1日を効力発生日とし、普通株式1株につき4株の割合での株式分割を実施しました。2022年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利
益」を算定しております。

4. セグメント別情報 （2024年3月期）

項目

セグメント売上高

セグメント利益

セグメント資産

純利益ROA※ 

連結財務諸表上
の合計

1,346,113

72,136

6,460,930

　　1.3%

連結財務諸表
との調整額

−

△12,576

740,496

−

その他

1,102

1,082

46,023

−

環境インフラ
事業

59,655

1,892

273,921

　　0.7%

国際事業

177,392

10,950

822,699

　　1.5%

スペシャルティ
事業

312,184

29,977

2,825,264

　　1.1%

オート
モビリティ

事業

337,165

16,655

479,003

　　3.1%

国内リース
事業

458,612

24,154

1,273,522

　　1.9%

単位：百万円　

※ 純利益ROA ＝ 親会社株主に帰属する当期純利益 ÷ セグメント資産残高（期首・期末平均）× 100
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サステナビリティに対する理念・考え方

東京センチュリーグループは、
高い専門性と独自性を持つ金融・サービス企業として、

事業の成長に挑戦するお客さまとともに、
環境に配慮した循環型経済社会の実現に貢献します。

経営方針

お客さまとの連携や、グループの総力の結集をもって、
あらゆる可能性を追求しながら、

グローバルに最良の商品・サービスを提供し、
お客さまの事業発展に貢献します。

新しい事業領域を切り拓きつつ、
持続的成長を実現することにより、

中長期的な企業価値の向上に努めます。

多様な人材の能力と個性の積極的な発揮を促す風土を醸成し、
すべての役職員が専門性を高め、

成長と誇りを実感できる企業を目指します。

企業の社会的責任を常に意識し、
循環型経済社会づくりを担う存在として、
積極的かつ誠実に事業活動を行います。

コーポレートスローガン
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1. お客さまとの関係深化
    東京センチュリーグループは、お客さまの事業の発展を実現するため、的確かつ高品質な商品·サービスを提供し、
    強固な信頼関係を築きます。

2. 健全かつ公正な企業活動
    東京センチュリーグループは、全ての法令およびルールの順守と、社会規範に則った健全かつ公正な企業活動を行います。

3. 企業の社会的責任と社会貢献
    東京センチュリーグループは、良き企業市民として、誠実な事業の運営を通じて社会的責任を果たすとともに、
    社会の期待に応じた貢献活動に努めます。

4. 人権の尊重
    東京センチュリーグループは、あらゆる人々の人権を尊重するとともに、ダイバーシティを推進し、
    多様な人材が活躍できる企業風土を醸成します。

5. 環境の保全
    東京センチュリーグループは、事業活動のあらゆる分野において、
    環境に配慮した持続可能な循環型経済社会の実現を目指し、環境の保全に努めます。

6. グローバル·スタンダードへの適応
    東京センチュリーグループは、事業活動を行う国や地域の文化、慣習を尊重のうえ法令と諸制度を順守し、
    グローバル視点による透明性の高い真摯な行動を実践します。

私たちの行動指針

1. お客さまの信頼と評価を得るため創造を続けます
    私たちは、お客さまの課題解決のため、高度な専門知識と先見性を持ってニーズに即した最適な商品·サービスを提供し、
    お客さまからの信頼と評価を得られるよう努力します。

2. 法令順守と社会的良識に従って行動します
    私たちは、法令を順守し、公正かつ適正な事業活動を実践するとともに、品格のある一個人として社会良識に従い、
    自律的に行動します。公私のけじめをつけ、会社の利益を損なう行為は厳に慎みます。

3. 人権·人格を尊重し、働き甲斐のある職場環境を作ります
    私たちは、お互いに人権と人格を尊重し合い、差別やハラスメントのない、
    活力に満ちた働き甲斐のある職場環境の形成に努めます。

4. 個人情報·お客さま情報の管理を徹底します
    私たちは、業務上知り得た個人情報およびお客さまの情報について、社外への漏えいや目的外の利用を防止するため、
    管理を徹底します。

5. 環境の保全活動に努めます
    私たちは、環境問題に対する意識を高く持ち、自ら進んで地球温暖化対策や省エネルギー活動など、
    環境に配慮した保全活動に努めます。

6. 反社会的勢力·犯罪組織との関係を遮断します
    私たちは、社会の秩序と安全を乱す反社会的勢力や、正当な経済活動を阻害する国内外の犯罪組織の行為に対し、
    厳格な姿勢で臨み、一切の関係を遮断します。



東京センチュリーグループのサステナビリティ経営
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　東京センチュリーのサステナビリティの根源は、金融·サービス企業としてステークホルダーの皆さまとともに持続的な成長と企業価値の
向上を図り、循環型経済社会の実現に貢献することにあります。SDGsの目標を読み解き、10年後·20年後の未来を想定し、必要とされる金
融·サービスの創出を志向するバックキャスティングのもと、サステナビリティ経営を推進しています。

マテリアリティ（重要課題）の特定プロセス

　東京センチュリーのサステナビリティ経営とは、事業活動を通じて当社の経営理念である循環型経済社会の実現に貢献し、社会課題の解決
と当社の持続的な成長・企業価値向上を同時に推進していく経営戦略です。
　サステナビリティ経営実現に向けたマテリアリティの特定については、国連の持続可能な開発目標（SDGs）を踏まえた、ステークホルダー

※ステークホルダーの重要度算出において参照したESG評価·非財務情報開示基準
　Dow Jones Sustainability Index、FTSE4Good Index、MSCI Index、SASB

にとっての重要度（縦軸）を考慮しつつ、当社の「モノ」価値に着
目した事業特性や自由度の高い経営環境を活かした多彩な事業
展開（航空機事業、太陽光発電事業ほか）など、当社にとっての
重要度（横軸）を勘案の上、マテリアリティマップを策定しました。
　特定までのプロセスにおいては、主要なESG評価や非財務情
報開示基準とSDGsの17の目標・169のターゲットを紐付け、
ステ－クホルダーにとっての重要度を決定し（縦軸）、続いて、当
社の経営理念や財務情報を同様にSDGsと紐付け、当社にとっ
ての重要度を決定（横軸）しました。二つの軸をもとにマテリアリ
ティマップを作成し、関係部インタビュー、サステナビリティ委員
会、経営会議および取締役会での議論を経て、11ページ記載の
5項目をマテリアリティとして特定しました。
　案件審査会議や経営会議・取締役会におけるマテリアリティ表
記制度の導入や、営業推進施策として事業活動を通じたSDGsへ
の貢献に資する取り組みにインセンティブを付与するなど、従業
員のマテリアリティの取り組み意識の向上を図るとともに、マテリ
アリティに紐付くKPIを設定し、PDCAサイクルを進めています。

5



※詳細はWebサイトご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/our-sustainability/sustainability-management.html#anc_committeeRole

SDGsに対応する東京センチュリーのマテリアリティ（重要課題）
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マテリアリティ マテリアリティに対応する重点取組

脱炭素社会への貢献
気候変動・環境への取り組みを通じた

クリーンエネルギー普及への貢献

SDGs取組事例

太陽光発電を中心とする
再生可能エネルギー事業、
リースによるEVの普及

技術革新に対応した
新事業創出

金融・サービスと新技術の融合による
新たな事業創出・デジタルエコノミーへの貢献

サブスクリプション、フィンテック、
スマホアプリを活用した

新しいレンタカーサービス

社会インフラ整備への
貢献

グローバルなモビリティサービスの進化への対応や、
地域・社会との連携を通じた社会インフラ構築への貢献

レンタカー・カーシェア、安全運転を
サポートするドライブドクター、
ホテル事業を通じた地方創生

持続可能な
資源利用への対応

モノ価値に着目した
サーキュラー・エコノミー拡大への貢献

IT機器リース、リファービッシュ、
航空機ライフサイクルマネジメント、

自動車リース

人材力強化につながる
職場環境整備

職場満足度の向上や自己成⾧を実感できる
人材育成・ダイバーシティ・働き方改革の推進

テレワークの導入・実施、
従業員意識調査の実施、

360度評価の実施

共通基盤 多様なパートナーシップの活用による新たな価値創造

サステナビリティ経営の推進体制

　当社は、サステナビリティ経営を推進
し、持続的な成長を目指すため、特定し
た五つのマテリアリティに紐付く経営戦
略の進捗状況の確認や、改善に向けた提
言を行っていくモニタリング体制を構築
しています。適切なガバナンスとPDCA
サイクルの推進を図り、サステナビリティ
経営の実効性を向上していきます。

サステナビリティ委員会メンバーおよび開催状況（主な議案）

　当社は、サステナビリティ経営にかか
わる審議機関としてサステナビリティ委
員会を設置し（2018年４月～）、原則年
２回開催しています。サステナビリティ
委員会で審議された重要事項について
は、経営会議および取締役会へ報告・審
議を行い、取締役会の監督を受ける体
制を構築しています。サステナビリティ
委員会は取締役経営企画部門長が委員
長を務め、サステナビリティを重要な経営課題と認識し、マテリアリティへの対応をはじめとするさまざまな取り組みを進めています。
　なお、当社は、社長直轄の監査部門を独立した組織として設置し、当社およびグループ会社に対し内部監査（サステナビリティ関連事項の監査
も含む）を実施しています。常勤監査役は、原則毎月１回、監査部門と会議を開催して情報交換を行っており、これらの情報のうち重要なものは、
監査役会で社外監査役へ報告を行っております。

サステナビリティ委員会の役割



マテリアリティに係る非財務KPI
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　当社はマテリアリティに係る非財務KPIを設定し、サステナビリティ経営を推進しています。本項では、それぞれのマテリアリティに対応する
主な非財務KPIを紹介します。（当該非財務KPIは26ページ以降に記載されたESG別の非財務KPIと一部重複しています。）

　当社は「脱炭素」「社会インフラ」「サーキュラーエコノミー」を中期経営計画2027における注力領域と定めており、これらに紐付くマテリアリ
ティの達成度を同一の指標で測るべく、2023年度に新たなKPIとして「契約高等（リース契約高、融資実行高、投資額など）」を設定しました。
　既存のKPIでは一部の事業における取引のみが対象となっておりましたが、新KPIである「契約高等*1」は、全事業分野の取引をカバーして
おり、当社の事業活動そのものが社会への貢献につながっていることを示しています。また、新KPIは役職員の営業成績に紐付く管理指標と
も合致しており、全役職員が一丸となってマテリアリティの達成に向けた事業活動を推進するインセンティブにもなっています。（現在、全事業
分野の契約高等の約８割がマテリアリティに紐付く取引となっています。）新KPIの中長期の数値目標は現時点で設定しておりませんが、必要
に応じて具体的な数値目標を検討していく予定です。

より実効性の高いマテリアリティへ
ー新たなKPI（指標）として契約高等*1を設定ー
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脱炭素社会への貢献

　当社グループは、環境問題への取り組みが重要な経営課題のひとつであると認識し、国連の持続可能な開発目標（SDGs）を踏まえて、事業活動
のあらゆる分野において、環境汚染の予防、温室効果ガスの排出削減、気候変動の緩和・適応、生物多様性および生態系の保全など環境問題に配
慮し行動することで、持続可能な循環型経済社会および脱炭素社会の実現に貢献します。
　当社はオフィスにおける環境活動にとどまらず、太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギー事業や、途上国と協力して温室効果ガスの削減
に取り組み、削減の成果を両国で分け合う制度である二国間クレジット制度（JCM : Joint Crediting Mechanism）の推進など、事業を通じて気
候変動の緩和へ取り組み、脱炭素社会への貢献を推進しています。
　また、当社の連結子会社であるAviation Capital Group LLCによる、前世代機に比べ25％燃料消費を削減できるA220ほかエアバス機体60機の
発注決定や、オートモビリティ事業分野における、2030年度EV保有台数10万台目標など、スコープ3排出量の削減取り組みも継続的に進めています。
2023年4月1日付組織改編により、国内外における再生可能エネルギー等の環境エネルギー事業の強化・拡充を図り、脱炭素化に向けた事業戦略
を強力にサポートするために、「スペシャルティ事業」から「環境インフラ事業」を独立・新設し、事業セグメント等の変更を行いました。環境インフラ
事業分野では、京セラTCLソーラー合同会社をはじめとして、多数の太陽光発電所を保有・運営しています。その一方で、東京ガスエンジニアリング
ソリューションズ株式会社、京セラコミュニケーションシステム株式会社と3社で、太陽光発電事業におけるアセットマネジメントサービスとテクニカ
ルマネジメントを提供する共同事業会社、A&Tm株式会社を設立いたしました。共同事業各社の高い技術力を結集し、運営プラントの発電効率向
上、収益力向上を強力にサポートします。これまでリース会社としてはアセットの拡大が中心であった再生可能エネルギービジネスについて、ソフト・
サービス提供を付加価値としたバリューチェーンを構築し、既存ビジネス拡大と新ビジネス創造に挑戦します。

※1.  連結子会社 ： 2024年度目標は、太陽光発電事業会社「京セラTCLソーラー合同会社」を含む10社が対象
※2.  オートモビリティ事業 ： 日本カーソリューションズ株式会社、ニッポンレンタカーサービス株式会社
※3.  省燃費機材 ： 従来機比で燃費効率の高い機種である、A220、A320neo、A321neo、A350、737MAX、787が対象
※4.  資産残高比率 ： 保有機材アセットに占める省燃費機材の資産残高割合（Aviation Capital Group LLCを含む）

KPI 対象 単位 目標年度 目標 2021年度 2022年度 2023年度

〈 オフィス活動を通じた環境貢献 〉
  電気使用量削減

電気使用量 kWh 2024 1,769,000kWh以下 1,539,011 1,593,216 1,612,032

CO2排出量 t-CO2 2024 310t-CO2以下 723 546 246

〈 オフィス活動を通じた環境貢献 〉
 ガソリン使用量削減

ガソリン使用量 L 2024 55,000L以下 45,360 49,937 48,789

CO2排出量 t-CO2 2024 126t-CO2以下 105 116 112

燃費 km/L 2024 14.5km/L以上 14.5 16.1 17.3

〈 オフィス活動を通じた環境貢献 〉
  紙使用量削減

紙使用量
（A4サイズ換算） 千枚 2024 9,800千枚以下 8,278 9,457 8,703

本社オフィスにおける電気使用量削減 
（原単位目標）

床面積あたりの
電気使用量 kWh/㎡ 2030 56.9kWh/㎡以下

（2009年度対比38％削減） 64.84 67.69 66.94

本社オフィスにおける電気使用による
年間CO2排出量削減（原単位目標）

床面積あたりの
電気使用による
CO2排出量

t-CO2/㎡ ー ー 0.030 0.017 0.000

連結子会社※1の太陽光発電事業
の推進を通じたCO2削減への貢献

年間発電量 MWh 2024 549,700MWh以上 482,795 536,591 560,575

CO2削減量
（通常火力発電対比） t-CO2 2024 215,757t-CO2以上 192,877 207,929 218,344

電動車（EV,FCEV,PHEV,HV）比率 オートモビリティ
事業※2 % ー ー 16.8 18.4 20.3

航空機事業の省燃費機材※3比率 省燃費機材の資産
残高比率※4 % ー ー 45.7 51.8 57.6

JCM（二国間クレジット制度）の想定
GHG削減量（累計）

GHG（温室効果ガス）
の想定削減量（累計） t-CO2 2025 56,000t-CO2 35,457 38,343 43,034



東京センチュリーグループのカーボンニュートラル方針
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　当社は、「脱炭素社会への貢献」をマテリアリティに掲げ、気候変動・環境への取り組みを通じたクリーンエネルギー普及への貢献を進めてお
ります。連結子会社である周南パワー株式会社（以下「周南パワー」）が保有するバイオマス混焼石炭火力発電所の商業運転開始（2022年9
月）に伴い、同発電所のトランジション・ロードマップを含む、当社グループの温室効果ガス（GHG）排出量実質ゼロを目指す「2040年度カーボ
ンニュートラル方針」を策定いたしました。
　当社グループのGHG排出量の約98%が、周南パワーが保有するバイオマス混焼石炭火力発電所からの排出量となります。当該バイオマス
混焼石炭火力発電所は、今後、バイオマス混焼比率を高めていくとともに、将来的な技術面での進展などを前提に、燃焼効率の高いブラックペ
レットの導入や、GHGを排出しないアンモニア混焼へのトランジションに向けた対応を進めていくことで、2040年度をターゲットにGHG排出
量の早期実質ゼロ化を目指します。また、国内外の連結子会社で使用する電力を中心に、再生可能エネルギー比率の向上も同時に進めていく
ことにより、当社グループの2040年度カーボンニュートラルの達成を目指してまいります。

カーボンニュートラルに向けた中間目標として、
2030年度の温室効果ガス排出量の50%削減を目指します。（2021年度対比※3）

周南パワー株式会社の発電所の商業運転開始について

周南パワー株式会社の発電所のトランジション・ロードマップ概要

株式会社日本格付研究所（JCR）評価レポート

東京センチュリーグループのカーボンニュートラル方針

東京センチュリーグループは※１、
自社が排出する温室効果ガス※2の削減を進め、

2040年度のカーボンニュートラルを目指します。

※1.  有人拠点の主要連結子会社が対象（周南パワーのバイオマス混焼発電所を含む）
※2.  事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（スコープ1）および他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出（スコープ2）が対象
※3.  2021年度の排出量136.5万 t-CO2

　　  （カーボンニュートラルの削減基準排出量は、「2021年度実績 ＋ 周南パワーのバイオマス混焼発電所およびホテル事業の年間想定排出量」）

バイオマス混焼発電所の温室効果ガス
（周南パワー）

2021年度
（基準年）

2030年度
（中間目標年）

イメージ図 東京センチュリーグループの全社カーボンニュートラル方針（温室効果ガス削減計画）

課 題
外部環境を踏まえた
バイオマス混焼発電所の戦略的な
カーボンニュートラル対応
バイオマス混焼率の引き上げに加え、アンモニア混焼等
の次世代技術導入も想定し、2030年に温室効果ガス排
出量の50%削減、2040年にカーボンニュートラル達成
を目指す「トランジション・ロードマップ」を策定。

周南パワー以外の
温室効果ガス

▲50%

0
2040年度

（カーボンニュートラル目標年）

POINT

134.0万t

50%削減

▲50%

2.5万t

※ 周南パワーの詳細はWebサイトご参照 https://shunanpower.co.jp

https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/ir_material/190145/00.pdf
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/ir_material/189744/00.pdf
https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/ir_material/189745/00.pdf
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　当社はデジタルトランスフォーメーション（DX）への取り組みによる企業風土・文化、ビジネスモデルの変革を実現するため、経営基盤の強化
の施策としてDXを位置付けています。また、当社はパートナー企業との協働や有望な新技術を持つ企業への投資などを通じ、金融・サービスと
新技術の融合による新たな事業創出・デジタルエコノミーへの貢献を目指しております。DX戦略の構築を担う部署として「DX戦略部」を設置
しており、DXのさらなる推進に取り組んでいます。
　当社は、DXに係る戦略として、経営ビジョン・取り組みの方向性を実現するための方策として、①企業風土・組織・プロセスの変革（先進的な
DX企業への変革を実現する取り組みの実施）②革新的な生産性向上（デジタルツールを活用した業務改善・生産性向上）③既存ビジネスの変
革（レガシーシステムが引き起こす2025年の崖対策など既存事業の変革に資する取り組みの実施）④新規ビジネスの創出（パートナーとの事
業共創を中心とした新たなビジネスの創出）の四つの戦略を策定しております。
　そのうち④新規ビジネスの創出では、例えば、サブスクリプションビジネスの統合プラットフォーム提供事業者であるビープラッツ株式会社
への出資・業務提携などサブスクリプションビジネスへの取り組み。伊藤忠商事株式会社との合弁会社「株式会社IBeeT」による脱炭素社会
の実現に寄与する分散型電源である家庭用蓄電システムなどの提供。日本最大規模の車両台数を有するタクシーアプリ「GO」の運営を手掛
けるGO株式会社との資本業務提携。地図ソリューション事業大手の株式会社ゼンリンとの業務提携を通じたMaaSビジネスやスマートシティ
等、モビリティ領域でのDXの活用による新たなビジネスの共創。飲食店と食品卸売事業者間の発注業務を効率化するSaaS型受発注プラット
フォーム「クロスオーダー」を提供するクロスマート株式会社との業務提携など、次代を見据えた新事業創出に向けて、全社で取り組みを進めて
います。
　当社は2021年3月に、リース事業を基盤に金融・サービスを提供する事業会社として初めて、経済産業省が定める「DX認定制度」に基づく
DX認定事業者として認定を取得。以降、認定の更新を受けています。2024年5月には、当社は経済産業省が東京証券取引所および独立行政 
法人情報処理推進機構と共同で実施する「デジタルトランスフォーメーション銘柄（DX銘柄）」において、「DX注目企業2024」に選定されま 
した。
　また、従業員が失敗を恐れず新しい取り組みにチャレンジできるTC Biz Challenge（新規事業提案制度）を導入しており、今後も新しい取り
組みへのチャレンジを続けてまいります。

技術革新に対応した新事業創出

※DX認定制度 ： 

補足説明KPI

当社は2021年3月にDX認定事業者として認定を取得。2023年3月に認定の
更新を受けています。2024年5月に「DX注目企業2024」に選定

経済産業省が認定する「DX認定制度※」の認定維持

DX認定制度とは、2020年5月15日に施行された「情報処理の促進に関する法律の一部を改正する法律」に基づく認定制度です。国が策定した「情報処理システム
の運用及び管理に関する指針」を踏まえ、優良な取り組みを行う事業者を申請に基づいて経済産業省が認定します。DX認定制度では、2020年11月に経済産業省
が取りまとめた「デジタル・ガバナンスコード」（2022年9月改訂）に定められた経営ビジョン、戦略、成果と重要な成果指標、ガバナンスシステムの各項目における基
本的事項について、既に対策を講じており、DX推進に向けた準備が整っていることが認定のポイントになります。

当社は2024年5月に公表された「DX注目企業2024」に選定されました。「DX注目企業2024」とは、「DX銘柄」以外の企業の中から、特に企業価値貢献部分におい
て、注目されるべき取り組みを実施している企業を選定したものです。
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社会インフラ整備への貢献

2023年度KPI 単位対象会社※

88,35982,051テレマティクスサービスの導入台数 台NCS・NRS

2022年度

74,180 

2021年度

1,0491,132
テレマティクスサービスを利用した
安全運転講習

実施回数
（回）

NCS

923 

14,14918,774参加者数
（人）

13,261 

97.497.2安全装置（自動ブレーキ等）を付帯した
レンタカー車両の導入比率

%NRS 96.0 

※ NCS ： 日本カーソリューションズ株式会社 、 NRS ： ニッポンレンタカーサービス株式会社

　当社は、オートモビリティ事業分野において、オートリース事業やレンタカー事業を通じた「移動」に関わるサービスを提供しており、社会インフ
ラ整備への貢献として重要な役割を担うと同時に、「安全」についても重要なマテリアリティであると認識しています。さらに当社はリース・ファイ
ナンスにとどまらず、規制に縛られない自由な経営環境のもと、パートナーとの共創による「金融×サービス×事業」を融合した独自のビジネスモ
デルの発展・拡大に注力しています。地方の過疎化が社会問題となる中、観光業の発展を通じた地方創生も重要な取り組みの一つです。このよ
うに当社の事業特性を背景として、「社会インフラ整備への貢献」をマテリアリティの一つに選定しています。
　オートモビリティ事業分野では、SDGsの3番「すべての人に健康と福祉を」のターゲットである3.6「世界の道路交通事故による死傷者の半減」
に貢献するため、自動ブレーキなどの安全装置を付帯した車両の導入推進といったハード面での対応に加え、テレマティクスサービスを利用した
安全運転講習の実施によるソフト面でのサポートも積極的に行っています。日本カーソリューションズ（NCS）は、2022年9月にGO株式会社が
提供する次世代AIドラレコサービス『DRAIVE CHART』に関する顧客紹介契約を締結、2023年7月には株式会社デンソーテンが開発したAIを
搭載した安全運転管理テレマティクスサービス『Offseg（オフセグ）』の提供を開始しました。NCSドライブドクターに加えたテレマティクスサービ
スの充実により、お客さまに最適なソリューションを提供していくことで、交通事故削減の効果が期待できます。
　観光立国・地方創生に貢献する社会インフラ整備の観点では、2019年8月に大分県別府市において、ANAインターコンチネンタル別府リ
ゾート＆スパを、また、2022年2月に長野県軽井沢町に「ホテルインディゴ軽井沢」を開業しました。一方、東京都心における不動産事業では、三
菱地所株式会社および関係権利者とともに開発中の東京駅日本橋⼝前「TOKYO TORCH（トウキョウトーチ）」街区において、当社は「Torch 
Tower」高層部にウルトララグジュアリーホテル「Dorchester Collection（ドーチェスター・コレクション）」の誘致を決定（ホテル開業予定は
2028年度）。また、千代田区内幸町一丁目街区の開発を推進する次世代スマートシティプロジェクト「TOKYO CROSS PARK構想」にも参画し
ています。
　世界的に広がる膨大なデータの高速処理・蓄積によりデータセンター需要が増加しており、NTTと協業し、社会インフラ事業として取り組みを
進めるなど、パートナーとの連携を通じた貢献を全社で進めています。
　NTT・TCリースとの不動産事業では、富山市公設地方卸売市場の再整備事業において、施設をNTT・TCリースおよび当社にて開発・保有し、
富山市へ建物リースを実施しています。今後も両社は、全国公共施設の老朽化に伴う建替需要への対応、地域社会における各種インフラ整備に
貢献するなど、地方創生につながる社会的意義の高い取り組みを推進していきます。
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　当社の祖業であるリースビジネスは、リデュース・リユース・リサイクルの3Rを実践し、創業来、循環型経済社会の実現に貢献してきました。
「モノ」が必ず介在するリースビジネスは、「モノ」の価値に着目し、有効活用することがビジネスの根幹であるともいえます。当社は長年培っ
てきた「モノ」の価値を見極める能力を高めることで、従来型のファイナンス・リースから事業領域を自動車や飛行機などのライフサイクルマ
ネジメント事業へと取り扱う「モノ」の範囲を拡大。さらに、パートナー企業とともに、各社の得意分野と専門性を活かしながら社会課題を解決
し、資源を効率的に活用しながら経済発展を可能にする循環型経済社会の実現に貢献できる領域において事業を発展させていくビジネスモ
デルを進めています。
　当社リース事業の主力物件である情報通信機器においては、リース満了後のIT資産の処分における環境への配慮や情報管理の重要性が
年々高まっております。安全かつ適切な方法でIT機器のデータ消去や破砕処理などを行うITAD（IT Asset Disposition）サービスに対す
る需要は、世界共通のサービスを求めるグローバル企業を中心に、今後も大きな伸長が見込まれています。米国子会社のCSI Leasing, Inc.

（CSI）は、IT機器のリースに加えてITADサービスを世界50カ国以上で展開しており、世界基準の高品質なサービスをグローバルに提供で
きることが大きな強みとなっております。CSIではグローバルで現地企業の買収等による法人の新設により、IT機器のライフサイクルマネジメ
ントサービスのさらなる推進を行っています。
　航空機事業について、米国大手航空機リース会社であるAviation Capital Group LLC（ACG）は、新造機を中心とする航空機のオペレー
ティング・リース事業に主体的に取り組んでいます。航空部品・サービス事業を展開するGA Telesis, LLC（米国）などを含め、戦略的に航空機の
ライフサイクルマネジメントを可能にする東京センチュリーグループの航空機バリューチェーンを活かしてグループシナジーを発揮しています。
　オートモビリティ事業についても、メンテナンス工場を含めたバリューチェーンを通じて、持続可能な資源利用に貢献しています。特にニッポ
ンレンタカーサービスが展開するレンタカー事業は、循環型経済に注目が高まる中で、「所有から使用へ」を象徴するシェアリング・エコノミー
へ貢献する事業としてさらなる顧客利便性の向上に努めています。また、当社は電気自動車（EV)のリース事業の拡大を図るため、バッテリー
の診断評価・リユース事業等を展開するMIRAI-LABO株式会社と資本業務提携、関西電力株式会社と使用済みEVバッテリーを活用した定
置型蓄電池事業に係る業務提携を締結、実証実験を開始しています。パートナー企業とともに、今後EVバッテリーのリユース・リサイクルな
ど、環境に配慮したモビリティサービスの拡充・提供にも注力していきます。
　当社は、プラスチック資源循環促進法への対応として、プラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化率および事務用品等プラスチッ
ク使用製品削減目標を設定し、公表しています。また、当社の経営理念である「循環型経済社会の実現に貢献」する取り組みの一環として、
2025年度末までにプラスチック製クリアファイルの購入量を50％削減（2022年度対比）する目標を設定しました。2021年度より取引先
等向けクリアファイルを紙製に切り替え、社内用クリアファイルは既存のプラスチック製を全社で繰り返し利用。2023年度から社内用クリア
ファイルを使用状態で仕分けし、リユースする仕組みを本社の一部で開始しました。今後、取り組み範囲を拡大しながら、2024年度末までに
プラスチック製クリアファイルのリサイクル率100％の達成を目指します。

持続可能な資源利用への対応

※ 2023年度は米国EPC社を含む10社を対象としています。

KPI 対象 単位 目標年度 目標 2021年度 2022年度 2023年度

リファービッシュ事業の推進 中古PC
年間販売台数 台 2026 301,000台以上 247,456 327,017 350,813

ITADによるデータ消去の推進
（CSI子会社であるEPC社）※  ITAD実施台数 台 2025 2,000,000台 1,208,184 1,713,011 1,694,606

レンタカーの普及
（ニッポンレンタカーサービス
株式会社）

レンタカー
保有台数 台 ー ー 31,157 33,201 35,158

プラスチック使用製品
産業廃棄物等の再資源化率

プラスチック使用
製品産業廃棄物 % 2026

2022年度を開始年度と 
して5年間の再資源化率を

平均90.0％以上に維持
ー 93.3 集計中

事務用品等
プラスチック使用製品削減

プラスチック製
クリアファイル
購入量

% 2025 購入量50％削減
（2022年度対比） ー 100% 105.4%
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人材力強化につながる職場環境整備

　目まぐるしく変化する時代の中で、当社がこれからも進化を続け、持続的な成長を実現するために、成長を支える人材へ投資を続け、役職員全
員がいきいきと働ける職場環境の整備に努めています。
　一人ひとりがお互いに尊重しながら能力を最大限発揮できる環境づくりに注力するため「従業員意識調査」を実施し、得られた結果の課題分析
と今後の取り組みについて、役員研修会や経営会議、取締役会で討議を重ね、重要な経営課題として対応を進めています。一例としては、時間休
制度や在宅勤務制度の導入、自らの意思でキャリア形成にチャレンジできる機会を提供するキャリアチャレンジ制度（社内公募制度）の導入、出産・
育児、介護に携わる社員への積極的な支援による両立支援制度の充実、従業員同士のコミュニケーション活性化を目的とする交流会「TC-Mee+

（ミータス）」の開催など、エンゲージメントの向上につながるさまざまな施策を進めています。
　当社では、人事部にダイバーシティ推進室、キャリアデザイン室を設置し、多様性のある人材の確保や人材育成、ダイバーシティ＆インクルー
ジョンの推進など、多様な人材の能力と個性の積極的な発揮を促す風土の醸成を進めています。当社は、「ダイバーシティ基本方針」に基づき、人
種、宗教、性別、年齢、性的指向、障がいの有無、国籍にとらわれない、多様な人材の採用・育成・登用を進めているほか、役職員への研修・教育活
動等を通じ、一人ひとりがお互いを尊重しながら能力を最大限発揮できる環境づくりを推進しています。
　当社は、2023 年を「ウェルビーイング元年」と位置付けており、オウンドメディア「東京センチュリーNEWS」において、ウェルビーイングやダイ
バーシティ・エクイティ&インクルージョンをテーマとした役職員のインタビュー記事やウェビナーを継続して配信するなど、社外への情報発信も積
極的に行っております。
　さらに役職員の健康管理を経営課題としてとらえ、健康経営基本方針を定め、役職員の健康増進について一層注力して取り組むことを宣言し
ています。当社の最大の財産である人材一人ひとりが心身ともに健康で、個性と持てる能力を存分に発揮し、いきいきと働ける環境を整備するこ
とが重要であり、健康管理を経営課題としてとらえ、役職員とその家族の健康保持・増進に取り組んでいます。産業医・産業保健師や健康保険組
合、社外有識者と連携しながら、全役職員向けeラーニングでさまざまな健康に関するテーマを採り上げることで健康意識を醸成しています。
　これらの取り組みにより、MSCI日本株女性活躍指数（セレクト）およびMorningstar 日本株式ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数（除く
REIT）のジェンダー・ダイバーシティに関連するインデックスへの組み入れ、健康経営優良法人2024やPRIDE指標2023「シルバー」の取得など
の結果につながっています。

KPI 単位 目標年度 目標 区分 2021年度 2022年度 2023年度

年次有給休暇の取得率（消化率） % 2027 70%以上を維持 ー 75.6 78.8 81.1

育児休業取得率 % 2027 男性の育児休業取得率 
100％を維持

女性 100.0 100.0 100.0

男性 100.0 100.0 100.0

障がい者の雇用比率 % 2027 障がい者の法定雇用率
以上の雇用を維持 ー 3.22 2.86 3.40

新卒採用に占める女性比率 % 2027 40%以上を維持 ー 52.9 42.1 53.2

管理職に占める女性比率 % 2030 30%以上 ー 9.7 11.8 12.0

係⾧級にある者に占める女性比率 % ー ー ー 48.1 49.6 51.8

労働者の男女の賃金差異※2 % ー ー 全労働者 ー 58.7 58.1

https://www.tokyocentury.co.jp/tc-news-jp/
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※１.  本項目に掲載のKPI、目標および実績数値は、東京センチュリー単体を対象としています。
※2.  男女の賃金の差異に関する補足説明

・ 当社は男女による賃金体系および制度上の違いはありません。
・ 当社はコースおよび資格により異なる賃金水準を設定しておりますが、男女ではコースおよび資格の人員分布に差があり、それに伴う男女の賃金差異が生じております。

※3.  研修費および社員一人当たり研修費には会場費・交通費も含まれます。
※4．  エンゲージメント指数は、2023年度より㈱リンクアンドモチベーションが提供する「モチベーションクラウド」での測定に変更いたしました。「モチベーションクラウド」における
　　　エンゲージメント指数は全国平均を50とした偏差値となります。2021年度においては他社調査にて計測を行い、63％の肯定的回答率でした。

KPI 単位 目標年度 目標 区分 2021年度 2022年度 2023年度

男女別の採用10年後の継続雇用割合 % ー ー
女性 42.9 61.5 66.7

男性 58.3 65.4 56.0

離職率 % ー ー
女性 0.9 0.9 1.0

男性 4.5 3.6 4.0

介護離職者数 人 2027 介護離職者ゼロを維持 ー 0 0 0

定期健康診断受診率 % 2027 定期健康診断受診率　
100％ ー 100.0 100.0 100.0

ストレスチェック受検率 % 2027 ストレスチェック受検率　
100％ ー 98.6 100.0 100.0

特定保健指導実施率 % 2027 特定保健指導実施率
80%以上

40歳以上の
役職員で

特定保健指導
の対象者

81.7 80.4 集計中

研修費※3 百万円 ー ー ー 51.0 70.9 113.2

社員一人当たり研修費※3 千円 ー ー ー 55 74 109

社員一人当たり研修時間 時間 ー ー ー 22.5 46.5 49.1

キャリアチャレンジ制度（社内公募制度）による
異動人数 人 ー ー ー 13 18 19

エンゲージメント指数 偏差値 2027
従業員エンゲージメント

調査における
肯定的回答の維持・向上

全労働者
（派遣、他社から

の出向者除く）
※４ ー 53.2※4
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多様なパートナーシップの活用による新たな価値創造

共通基盤

経営理念の実現に向けて
私たちはさまざまな企業・事業の挑戦をサポートしながら、
ともに成長してきました。

● 日通リース＆ファイナンス（現NX･TCリース&ファ
イナンス）の株式を取得し、持分法適用関連会社化

● ビープラッツを持分法適用関
連会社化

● 神鋼不動産（現TC神鋼不動産）
の株式を取得し、連結子会社化

● 伊藤忠建機の株式を取得し、
 持分法適用関連会社化、伊藤忠

TC建機に社名変更

● 米国のリース・ファイナンス会社
AP Equipment Financingを
完全子会社化

● アマダリースの株式を取得し、
連結子会社化

● センチュリー・リーシング・システムと
東京リースが合併し、
社名を東京センチュリーリースに変更

● GA Telesisへ出資し、持分法適用関連会社化
● 京セラと発電事業会社 京セラTCLソーラー合同会社を設立

● フィリピン大手銀行のBank of the Philippine 
Islandsのリース子会社へ出資し、持分法適用関連
会社化、2020年に連結子会社化

●  商号を東京センチュリーに変更

● 日本電信電話(NTT)との
資本業務提携契約を締結

● NTTファイナンスのリース・
ファイナンス事業を分社化
し、NTT・TCリースを設立

● FFGリースの株式を取得
  し持分法適用関連会社化
● 東銀リースの株式を取得
  し持分法適用関連会社化

● 東京オートリースと日本カーソリューション
ズが合併、日本カーソリューションズを連結
子会社化

● ニッポンレンタカーサービスを連結子会社化

● IHIファイナンスサポートを
  連結子会社化

● 米国の大手独立系リース会社であるCSI 
Leasingを持分法適用関連会社化し、2016年
完全子会社化

● オリエントコーポレーション
とベンダーリースを専門と
するオリコビジネスリース
を設立

● 米国の大手航空機リース会社    
Aviation Capital Group
を持分法適用関連会社化、
2019年に完全子会社化

2021

2022

2023

2009

2010

2011

2012

2013

2014

2015

2016

2017

2018

2019

2020
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各ステークホルダーヘの考え方

お客さま・
取引先

株主・
投資家・
金融機関

国・行政・
地域社会・

NPO

主な活動·コミュニケーション

東京センチュリーグループでは、「事業活動を通じて社会的·倫
理的課題の解決に取り組んでいくことが、持続可能性（サステ
ナビリティ）を保ち、さらなる成長に繋がる」と考えております。

「お客さまとの連携や、グループの総力の結集をもって、あら
ゆる可能性を追求しながら、グローバルに最良の商品·サー
ビスを提供し、お客さまの事業発展に貢献します。」と定めて
いる当社グループの「経営方針」等に基づき、お客さまにとっ
て最適かつ、満足していただける商品·サービスを提供する
ため、管理体制のさらなる整備等により、顧客である「お客さ
ま」に対する責任を果たしていきます。
また、パートナー企業と当社が事業主体となることで、従来型の
リースの範囲を超えた多種多様なビジネスを展開し、成長ドライ
バーとなる新たな事業領域への進出を目指しています。
当社とパートナー各社の得意分野と専門性を融合することに
より、循環型経済社会の実現に貢献し、中長期的な企業価値
の向上と持続的な成長実現に努めます。

ステークホルダーへの考え方と主な活動・コミュニケーション

● パートナーシップの強化（各事業分野においてパートナー
のニーズに応える共創案件を推進）

● オープンイノベーションによる価値共創（デジタルやモビリ
ティ分野において独自の技術を持つスタートアップへ出資）

● お客さま・取引先の課題把握のため、金融・サービスの立案
など各種取り組みに関するナレッジの共有化を図る「ナレッ
ジラボ」の実施

● お客さまにとって最適かつ、満足していただける商品・サー
ビスを提供するため、管理体制の整備（金融商品の勧誘·
販売に係る内部管理·営業管理体制、苦情への対応）

● 教育訓練プログラムの実施（役職員に対して責任ある事
業活動·コンプライアンスに関するeラーニング等の実施）

東京センチュリーは、株主·投資家の皆さまをはじめとするス
テークホルダーに対し、フェア·ディスクロージャーの観点から
適時適切で公平な情報公開を行い、企業活動の透明性を確
保する体制を整備しています。
また、当社は、株主·投資家の皆さまとの対話を積極的に実施
し、さまざまなご意見·ご要望を経営陣および従業員へフィー
ドバックするサイクルを軸としたIR活動を推進しています。こ
うしたIR活動において得られたご意見をもとに、情報開示の
拡充や経営課題の改善を実現し、株主·投資家の皆さまとの
信頼関係の構築、資本市場からの適切な評価の浸透を図り、
中長期的な企業価値向上につなげています。

● 株主総会

● 有価証券報告書·決算短信

● 決算説明会（年4回）

● アナリスト·機関投資家とのIRミーティング（年間260回程度）

● 個人投資家向け会社説明会（年2回程度）

● 事業戦略説明会

● 海外ロードショー（年2回程度）

● 統合レポートやサステナビリティデータブック、公式ウェブ
サイトによる情報提供

● サステナビリティ·リンク·ローン等による資金調達

● 環境・社会に配慮した投融資方針（株主・投資家の皆さまからの
要望を検討のうえ、新たな方針として制定）

東京センチュリーグループは、企業が存続していくためには
コンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識のも
と、すべての役職員が公正で高い倫理観に基づいて行動し、
広く社会から信頼される経営体制の確立に努めています。
特に環境においては、環境基本方針「4.法令等の順守」に、環
境に関する法令、条例、条約および当社グループが同意する
環境上の国際基準、ステークホルダーとの合意事項を順守す
ることを謳っています。

● 腐敗防止への取り組み（反社会的勢力遮断、マネロン·テ
ロ資金供与防止、公務員等接待、政治資金規正他）

● 人権への取り組み（人権デューデリジェンスの実施、情報
公開、救済メカニズムの整備など）

● 環境基本方針（法令等の順守）

● 太陽光発電事業会社を通じて、公益財団法人淡海環境保
全財団主催「地球温暖化防止COOL CHOICE啓発ポス
ターコンテスト」に協賛

● TCFD、グローバルコンパクト等のイニシアティブへの賛
同・参画、GXリーグへの参画

● JCMを通じたGHG排出削減への貢献
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各ステークホルダーヘの考え方

国・行政・
地域社会・

NPO

主な活動·コミュニケーション

また、当社グループでは、社会貢献活動の一環として、公共
の利益に貢献し、営利を目的としない組織、団体を対象に寄
付を行っています。さらには、事務所周辺の清掃活動のほか、
大学で業界セミナーを開催するなど、地域社会とのコミュニ
ケーションを積極的に図っています。
加えて、観光立国と地方創生は政府の成長戦略における重
要テーマであり、当社もその一翼を担いたいと考えています。
今後も日本の観光業の活性化と地方創生にいっそう貢献し
ていくためにも、パートナー企業と進めているホテル事業を
はじめ観光立国と地方創生に寄与する事業等を前向きに検
討したいと考えています。

● 清掃活動など地域社会への貢献活動

● 植林など生物多様性への取り組み

● TCわくはぴ農園による障がい者の雇用促進

● レンタカーの無償提供等の災害復興支援

● 環境、社会福祉、教育、災害支援の重点分野等への寄付活動

● 寄付を通じた認定特定非営利活動法人（認定NPO法人）との
協働（日本レスキュー協会、セカンドハーベスト·ジャパン他）

● キャリアデザイン·セミナー、プロボノによる次世代育成支援等

● スポーツ支援の取り組み

● 芸術支援活動

● ホテル事業を通じた地方創生（ANAインターコンチネン
タル別府リゾート＆スパ、ホテルインディゴ軽井沢）

● ㈱ゼンリンとニッポンレンタカーサービス㈱ならびに当社
による長崎市での観光型MaaSの実証実験

従業員

東京センチュリーグループでは、「活力あふれる組織」の実現
を目指して、従業員一人ひとりが自分の能力を最大限に発揮
できる環境を整備しています。
特に、当社は、従業員一人ひとりが互いに尊重しながら能力
を最大限発揮できる職場環境を目指し、従業員とのエンゲー
ジメントを積極的に推進しています。従業員意識調査で得ら
れた意見をもとに、課題分析と今後の取り組みについて経営
会議や取締役会において討議を重ね、重要な経営課題とし
て対応を進めています。
今後も従業員の意見を経営陣が適切に吸い上げるサイクル
の浸透により、従業員との信頼関係の構築および職場環境
の改善を図り、従業員エンゲージメントの向上につなげてい
きます。

● 従業員の定期健康診断、ストレスチェック

● 従業員意識調査

● 360度評価
● 1on1面談（人事評価の定期的なフィードバック面談等）

● 内部通報制度

● キャリアチャレンジ制度

● TC Biz Challenge制度

● 従業員同士の交流会「TC-Mee+」の開催

● キャリアデザイン室によるキャリア相談

● キャリア形成のための各種研修、能力開発支援

● 出産·育児、介護などの両立支援のための各種制度

● 労働組合と「時間外勤務および休日勤務に関する協定
（36協定）」を締結

● 従業員持ち株会

● ファミリーデーやパパママランチコミュニティ



事業戦略における注力領域と推進方法

中期経営計画2027 東京センチュリー企業サイト ： https://www.tokyocentury.co.jp/assets/pdf/ir/00.pdf

成長
戦略

稼ぐ力の再強化（リースビジネスのバリューアップ）
グループ一体経営の強化（連結一体経営）
成長市場、かつ親密パートナーとの協業ポテンシャルの
高い分野 （物流施設、蓄電池、再エネ）の拡大
パートナーシップ＆アライアンス戦略の追求
資産効率の更なる向上

注力領域：「脱炭素」「社会インフラ」「サーキュラーエコノミー」　推進方法：組織の枠にとらわれず取組み、事業分野間の繋がりを強化

５事業分野の主な成長戦略

既存
領域

法人オートの更なる深化（既存ビジネスのバリューアップ）
個人オートにおける圧倒的なシェア獲得
レンタカー品質の更なる向上、価格適正化による飛躍的
な利益率向上

次世代
領域

EV取扱い強化、充電サービス、バッテリーリユースなど
EVバリューチェーン強化
データビジネス、高度整備、物流、駐車場など新規分野への進出

国内リース
事業分野

オートモビリティ
事業分野

既存領域の深化と次世代領域の推進により、「No.1
モビリティ・サービスカンパニー」へ挑戦

パートナー企業との協業による成長領域への投資と
関係会社の成長

航空機

ACG収益伸長
資産回転の推進

CSI

M&Aを含む拠点拡充による新規市場へのアプローチ
拡大および利益の最大化
パートナーとの協業によるマネージドサービスの拡大

北米・
アジア太平洋

北米やアジア太平洋におけるオート·ニッチ事業の強化
データセンター事業の推進

スペシャルティ
事業分野 国際事業分野 CSIを起点としたグローバル展開と、北米・アジア太平

洋のオート・ニッチ事業等の推進
ACGの回復に加え、不動産や事業投資など成長分野
への投資拡大と資産回転の推進

＜ACG ： ROA向上に向けた 良質なポートフォリオ構築＞
次世代機体の導入と機動的な機体売却を推進（収益確保、
ポートフォリオリスク・プロファイル改善）
クレジット、エリアともに分散された、リスク/リターンバラ
ンスを意識した収益資産の形成

不動産 市場の変化を捉えたフレキシブルな投資、開発
海外案件の投資/回収サイクルの確立

事業投資
(AP連携など)

アドバンテッジパートナーズ（AP)との連携推進など　　　　
大企業のカーブアウトや再エネなど成長分野への投資

蓄電池 蓄電池発電所の新設、運用
既存の太陽光発電所に蓄電池を併設

環境インフラ
事業分野 既存ビジネスの収益力強化と新ビジネスを拡大し、TCグループ全体の環境関連ビジネスを牽引

海外事業 北米/欧州/豪州を中心とした太陽光や風力発電
保有、売却など機動的な選択肢を検討
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TC Transformationの全体像

GX ： カーボンニュートラル関連事業の推進
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TCX実現へ向けたTransformationの一つとして、当社グループのカーボンニュートラルの達成と社会のカーボンニュートラルニーズに貢献する環
境ビジネスの創出を目指します。
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DX : デジタル技術の活用による顧客提供価値の向上

HRX : 人材・組織戦略

「中期経営計画2027」において基本方針としている「TC Transformation（TCX）」では変革を目指しており、その変革のための土台としてDXの実
現は必要不可欠な基盤です。デジタル技術の活用による変化の創造を目指し、全社横断のDXタスクフォースを設け、実現に向けて取り組みを推進し
ています。

当社は経営・事業戦略を実行できる「自己変革力」を持ち、「創造力」「挑戦心」にあふれる人材の育成を目的に人材・組織戦略を推進しています。



SUSTAINABILITY DATA BOOK 2024

環境 /  Environment

−  26  −

環境に
関する方針

環境政策

環境基本方針

＜環境基本方針＞
東京センチュリーグループは、環境問題への取り組みが重要な経営課題のひとつであると認識
し、国連の持続可能な開発目標（SDGs）を踏まえて、事業活動のあらゆる分野において、環境
汚染の予防、温室効果ガスの排出削減、気候変動の緩和·適応、生物多様性および生態系の保
全など環境問題に配慮し行動することで、持続可能な循環型経済社会および脱炭素社会の実
現に貢献します。

１．事業を通じた地球環境保全
事業活動を通じ、環境に配慮した商品·サービスの企画·提供をグローバルに推進し、環境負
荷の軽減、森林·海洋·水資源の保全などに配慮した取り組みを行うとともに、事業活動から
生じる生態系への影響を把握し、生物多様性保全に貢献する活動を行います。

２．循環型経済社会の実現への貢献
ライフサイクルマネジメントの視点に立ち、廃棄物の発生抑制・リユース・リサイクルの推進、
再生可能エネルギーへの取り組みを通じ、持続可能な循環型経済社会の実現に努めます。

３．省資源・省エネルギー活動の推進
サプライチェーンを含めた事業活動に伴う資源·エネルギー消費や廃棄物等の排出による環
境負荷を認識し、省資源·省エネルギー活動を推進します。

４．法令等の順守
環境に関する法令、条例、条約および当社グループが同意する環境上の国際基準、ステー
クホルダーとの合意事項を順守します。

５．継続的改善への取組み
環境目的·目標を設定して、環境汚染の予防、環境保全活動および教育·普及活動に取り組
み、結果を定期的に見直して、環境マネジメントシステムの継続的改善と環境問題に対する
意識啓発に努めます。

6．情報開示
本方針および環境への取り組みについて、多様なステークホルダーに対して情報開示に努
め、理解と協力を働きかけます。

代表取締役社長

環境マネジメント委員会

最高責任者

責任機関

気候変動への対応として、ISO14001の環境マネジメント体制におけるマネジメントレビュー
にて、環境パフォーマンスの評価・今後の方向性について指示を行っています。また、環境総括
責任者であるリスク管理部門長が委員長として「環境マネジメント委員会」を年2回開催してい
ます。
環境マネジメント委員会は、年度の環境活動を経営会議に報告するとともに、活動の評価およ
び今後の方向性についての指示を受けています。
環境基本方針の制定・改廃など重要事項については、取締役会に上程のうえ決定するガバナ
ンス体制を構築しています。

取締役会による
気候変動の監督

マネジメント
体制



マネジメント
体制

ISO14001の
認証取得について

当社グループは、環境問題への取り組みが社会的責務のひとつであると認識し、以下の範囲に
おいて環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001の認証を取得しています。

（認証機関：BSIグループジャパン株式会社）

＜ISO14001認証範囲＞
東京センチュリーおよびグループ会社における以下事業所で
認証を取得しています。
■ 東京センチュリー株式会社（本社、秋葉原UDX、常盤橋タワー）
■ EPC Japan株式会社※1

■ ＴＣエージェンシー株式会社
■ FLCS株式会社（本社）
※１．  EPC Japan㈱は、2023年12月１日付で、㈱TRYより商号変更した。

また、連結子会社である以下の3社については、個別に認証を取得しています。
■ 日本カーソリューションズ株式会社（本社）
■ 株式会社アマダリース
■ EPC Inc.（米国CSI Leasing, Inc.の子会社）

＜環境マネジメントシステムの適用範囲＞
東京センチュリー株式会社、EPC Japan株式会社、ＴＣエージェンシー株式会社、TCプロパティー 
ソリューションズ株式会社※2、エス・ディー・エル株式会社、FLCS株式会社、株式会社アイテック
リース、株式会社IHIファイナンスサポート
※2．  TCプロパティーソリューションズ㈱は、2024年10月1日に同社を存続会社として、当社連結子会社のホテル
　　  事業を行う2社と合併。存続会社であるTCプロパティーソリューションズ㈱は、同日付でTCホテルズ＆リゾーツ
　　  ㈱に商号変更した。

【サステナビリティ委員会】

【環境総括責任者】
リスク管理部門長サステナビリティ推進部

連携

【環境マネジメント委員会】

【EMS内部監査】
監査部

取締役会

社長（経営会議）

【環境総括責任者】
リスク管理部門長
【環境責任者】

各部店長

【環境総括責任者】
リスク管理部門長
【Ecoリーダー】

各部職員

【環境事務局】
総合リスク管理部

環境マネジメント体制

【環境総括責任者】
リスク管理部門長
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ISO9001の
認証取得について

当社グループの子会社であるEPC Japan株式会社は、品質マネジメントシステムに関する国
際規格であるISO9001の認証を2023年8月に取得いたしました。

品質基本方針はWebサイトご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/assets/pdf/company/epcjapan_quality.pdf

内部監査チーム 品質改善委員会
【品質改善事務局（管理部）】

取締役会

社長

事業本部長
【品質改善総括責任者】

※本社センターのITAD課、管理部のDX戦略課はISO9001の認証範囲に含みません。

本社センター※ 管理部※

EPC Japan株式会社に
おける品質マネジメント体制



−  28  −

環境教育

・ 環境意識の向上を目的に、「eラーニング」による環境教育を東京センチュリーおよびグループ会社で実施しています。
・ 2011年以降、年3～4回発行してきた「eco news」を、2020年1月に「サステナビリティ通信」に名称変更しました。

環境関連の話題にとどまらず、経営戦略としてのサステナビリティに係るさまざまなトピックスについて紹介しています。
「サステナビリティ通信」は、東京センチュリーおよびグループ会社向けに配信しています（日本語版・英語版、2023年
度発行回数：3回）。

・ リース満了物件の処理や、再生可能エネルギー事業の取り組みなど、環境と関係の深い部署において、「環境法規制管理表」
を用いて定期的に業務に関連する法令や条例を確認。社内外の講習会や研修への参加を通して、知識習得に努めています。

・ 太陽光発電事業の地元環境保全財団への寄付金を用いた、小中学生向け環境教育の継続的な実施に対して、滋賀県の
環境保全財団から「感謝状」を受領しています。

＜経団連生物多様性宣言イニシアチブへの参画＞ 
2024年6月、当社は「経団連生物多様性宣言・行動指針」に賛同表明し、同イニシアチブへの参画を決定いたしました。
経団連生物多様性宣言イニシアチブとは、「経団連生物多様性宣言・行動指針（改定版）」を構成する複数の項目への取り
組み、または全体の趣旨に賛同するものです。経団連と経団連自然保護協議会は、本「宣言・行動指針」の普及・実践を通
じ、自然共生社会、サステナブルな経済社会の実現に取り組むとともに、GBF・SDGsといった世界目標などの達成に貢献
しております。
当社グループは「環境に配慮した循環型経済社会の実現に貢献する」という経営理念を掲げ、社会課題の解決を通じてグ
ループ全体の持続的な企業価値向上を目指しています。
今後も事業活動のあらゆる分野において、生物多様性の保全をはじめとした環境問題に配慮し行動することで、持続可能
な循環型経済社会の実現に貢献してまいります。

※1.  経団連生物多様性宣言・行動指針の詳細はWebサイトご参照
　　  https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/082.html
※2.  当社の取り組みの詳細はWebサイトご参照
　　  https://www.keidanren-biodiversity.jp

生物多様性
への取り組み

＜生物多様性に関わるガイドライン＞
「環境基本方針」参照

＜海岸林再生プロジェクト＞  植栽面積 累計103.05ha、 植栽本数 累計370,198本（2024年3月末現在）

・ 東日本大震災の津波により被災した海岸林を再生すべく、育苗·植栽·育林を行うプロジェクト。
・ 公益財団法人オイスカへの継続的な寄付を通じて「海岸林再生プロジェクト」を支援しています。
・ 2023年度は、公益財団法人オイスカが主催する「東日本大震災復興　海岸林再生プロジェクト」のボランティア活動に
  当社社員が参加しました。

環境マネジメントシステムの適用範囲会社における各組織を対象に内部監査を実施し、当社環
境マネジメントシステムの規定どおりに業務が行われたことを確認しています。2023年に実施
した監査では「不適合」はありませんでした。

環境監査

GHG排出量を
削減する長期の
定量的な目標

（原単位目標）
項目

本社床面積あたりの電力消費量

当社は公益社団法人リース事業協会が策定するカーボンニュートラル行動計画に会員企業と
して参加しており、同協会の目標に合わせて目標値を改定しています。

単位

kWh/㎡

2021年度

64.84 

2022年度

67.69

2023年度

66.94

本社床面積あたりの電力消費量
2030年度： ５６．９kWh/㎡以下

（基準年度である2009年度比 38％削減）

＜長期目標＞マネジメント
体制
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持続可能な
資源の活用

<リファービッシュ事業＞
リース終了物件であるパソコンやサーバ等のIT機器にデータ消去サービスを実施し、中古品として販売するリファービッ
シュ事業を行うことで、循環型経済社会に寄与しています。

生物多様性
への取り組み

＜FMVリース・ITADサービス＞
FMVリースは、リース期間終了後にお客さまが物件返却、買取、リース延長等オプションを選択し、その際の取引価格を
FMV（Fair Market Value＝公正市場価格）にて決定する柔軟性に富んだリース契約です。
また、ITAD（IT Asset Disposition）サービスをご利用いただくことで、情報管理・環境保護等コンプライアンスに準拠し
た安全かつ適切な方法によりIT機器を処分できます。

※このサービスは、当社連結子会社のCSI Leasing, Inc.と同社の100％子会社であるEPC, Inc.が提供しています。

＜子供の森計画＞  37の国と地域の5,572校が参加（2024年3月末現在）

・ 「子供の森」計画は、子どもたち自身が学校や地域で苗木を植え、育てていく活動を通して、「自然を愛する心」や「緑を大
  切にする気持ち」を養いながら緑化を進めていくプログラムです。
・ 公益財団法人オイスカへの継続的な寄付を通じて、子どもたち自身が学校の敷地や隣接地で苗木を植えて育てていく
  活動を支援しています。

<富士山の森づくりプロジェクト＞
・ 富士山西斜面(山梨県鳴沢村)で、病害虫の食害により県有林が枯死する被害が発生したことを契機に、2007年より山梨

県と公益財団法人オイスカが協働で森づくりを開始したプロジェクト。周辺地域で育苗した苗の植栽、シカの食害防止ネッ
トの設置、モニタリング調査等を継続的に行いながら、生物多様性に富んだ、自立的に維持される森林づくりを推進中。

・ 公益財団法人オイスカへの新たな寄付事業として、2024年度から「富士山の森づくりプロジェクト」を支援しています。

＜マングローブ植林プロジェクト＞  5カ国·累計8,900ha（累計3,490万本）で実施（2024年3月末現在）

・ アジア太平洋地域において、沿岸のマングローブ消失や高波等による海岸浸食を防ぎ、植林を通じて沿岸の自然と人々
  の暮らしを守り、生計向上にも寄与するプロジェクト。
・ 公益財団法人オイスカへの新たな寄付事業として、2022年度から「マングローブ植林プロジェクト」を支援しています。



環境パフォーマンス

−  30  −

GHG排出量

スコープ区分 単位 2021年度 2022年度 2023年度

スコープ1（直接排出） t-CO2 10,963 1,082,758 919,706※1

スコープ2（エネルギー起源の間接排出）※ロケーション基準 t -CO 2 9,177 14,784 16,803※1

スコープ2（エネルギー起源の間接排出）※マーケット基準 t-CO2 ー 15,368 17,374※1※2

スコープ3（サプライチェーンなどスコープ１･2以外の排出） t-CO2 6,195,446 7,727,580 12,557,412

スコープ1、スコープ2（ロケーション基準）、スコープ３の合計 t-CO2 6,215,586 8,825,123 13,493,921

スコープ1、スコープ2（マーケット基準）、スコープ３の合計 t-CO2 ー 8,825,706 13,494,492

 ＜スコープ3（カテゴリー別内訳）＞

カテゴリー 1　購入した製品およびサービス t-CO2 617,405 650,423 792,461

カテゴリー 2　資本財 t-CO2 71 42 1,264

カテゴリー 3　燃料およびエネルギー関連活動
　　　　　　 （スコープ1、2に含まれない） t-CO2 3,820 97,728 85,665

カテゴリー 4　上流の輸送および物流 t-CO2 0 2,341 1,109※3

カテゴリー 5　操業で発生した廃棄物 t-CO2 593 309 241

カテゴリー 6　出張 t-CO2 121 122 135

カテゴリー 7　雇用者の通勤 t-CO2 222 225 249

カテゴリー 8　上流のリース資産 t-CO2 0 0 0

カテゴリー 9　下流の輸送、配送 t-CO2 0 0 0

カテゴリー 10 販売した製品の加工 t-CO2 0 0 0

カテゴリー 11 販売した製品の使用 t-CO2 19,104 39,086 115,619

カテゴリー 12 販売した製品の廃棄 t-CO2 575 808 2,377

カテゴリー 13 下流のリース資産 t-CO2 5,544,166 6,923,346 11,545,820

カテゴリー 14 フランチャイズ t-CO2 0 0 0

カテゴリー 15 投資 t-CO2 9,369 13,149 12,472

その他の環境
パフォーマンス
データ

単位 2021年度 2022年度 2023年度

オフィス活動を
通じた
環境貢献

電気使用量
（CO2 排出量 ）

環境目標 kWh 1,650,000 1,600,000 1,800,000

使用実績 kWh 1,539,011 1,593,216 1,612,032

排出実績 t-CO2 723 546 216

紙の使用量
環境目標 千枚 13,000 10,000 11,000

使用実績 千枚 8,278 9,457 8,703

営業車および
レンタカーの
ガソリン使用量

（CO2 排出量）
（燃費）

環境目標 L 69,000 65,000 60,000

使用実績 L 45,360 49,937 48,789

排出実績 t-CO2 105 116 112

燃費実績 km/L 14.5 16.1 17.3

事業活動を
通じた環境貢献

再生可能エネルギー
事業の推進

京セラTCLソーラー合同
会社の太陽光発電事業に
よるCO2削減への貢献

環境目標 MWh 400,000 410,000 401,000

年間発電量
（実績） MWh 447,619 456,008 435,317

CO2削減貢献量
（実績） t-CO2 178,824 176,703 169,556

リファービッシュ事業の
推進（中古PCの年間販
売台数）

環境目標 台 260,000 209,000 240,300

販売台数実績 台 247,456 327,017 350,813

G r

G r

G r

T C

T C

T C

T C

T C

T C

T C

T C

T C

T C

T C

T C

E M S

E M S

※4



−  31  −

＜GHG排出量の算定範囲の変更＞
2023年度の集計から、以下のとおり算定範囲を変更しています。（算定範囲の詳細は、p３～４ご参照）
※１.  スコープ1およびスコープ２の算定範囲には、第五日本ソーラー電力合同会社およびその他1社の国内会社２社（子会社等の合併・再編により２社減）、 

また、CSI Leasing,Inc.グループの海外子会社４社（子会社等の合併・再編により1社減）を新たに算定範囲に加えています。なお、2023年10月以降、オリコビジネスリース㈱ 
および㈱オリコオートリースは持分法適用関連会社へ変更したため2023年9月30日までを算定対象としています。

※2.  スコープ2マーケット基準のGHG排出量は、非化石証書購入によるGHG排出量442.6t-CO2控除後の数値です。
※3.  Aviation Capital Group LLCに加えて新たにTC Skyward Aviation Ireland Limited.、TC Skyward Aviation U.S., Inc.およびTC Aviation Capital Ireland 

Limitedの航空機(オフリース機・リポゼス機)のフェリーフライト（回送運航）を算定範囲に追加しています。
※4.  ニッポンレンタカーサービス㈱および日本カーソリューションズ㈱のオートリース車両およびレンタル車両を算定対象に追加しています。

その他の環境
パフォーマンス
データ

単位 2021年度 2022年度 2023年度

有価物・廃棄物

有価物（マテリアルリサイクル量）

t

526 1,127 1,454

産業廃棄物排出量(うち、プラスチック使用製
品産業廃棄物等の排出量)

824 
(ー)

566　　 
（519）

494 
（集計中）

廃棄物等総排出量（合計） 1,350 1,693 1,948

プラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源
化率 ％ ー 93.9 集計中

水資源
水資源投入量 *本社・御徒町ビルのみ 千㎥ 18 17.7 20.8

水資源投入量（原単位） ㎥ 12.87 11.9 14.8

法令順守 環境関連法令違反件数 E M S 件 0 0 0

環境会計

＜環境保全コスト＞ T C

分類 取組内容 単位 2021年度 2022年度 2023年度

(1)事業エリア内コスト エコカーへの入替・
ネットワーク・IT機器更新等 百万円 147 107 125

(2)上・下流コスト 廃棄物の処理、グリーン購入等 百万円 50 27 21

(3)管理活動コスト
ISO14001維持・運営費用 百万円

35 41 29
事務局運営、環境・CSR関連費用 百万円

合計 231 175 175

グリーン
事業収入

（Green 
Revenues）

内訳 単位 2021年度 2022年度 2023年度

太陽光発電事業の売上高
太陽光発電事業11社

京セラTCLソーラー合同会社を含む
計11社の合計

億円 184 186.7 187.1

グリーン
購入比率 事務用品のグリーン購入比率 「TC推奨品*」の購入割合

（*グリーン購入法適合商品) % 81.6 84.7 69.5

プラスチック使
用製品削減

プラスチック製クリアファイル
のリサイクル率 ％ ー 100.0 105.4

JCMを通じた
GHG排出削減

JCM(二国間クレジット制度)
案件採択時の想定GHG排出
削減量(累計)

GHG(温室効果ガス)の
想定削減量(累計) t -CO 2 35,457 38,343 43,034

航空機事業に
おける省燃費対応

省燃費機材比率
従来機比で燃費効率の高い
6機種が対象

省燃費機材の資産残高比率
保有機材アセットに占める省燃費
機材の資産残高割合

% 45.7 51.8 57.6

環境対応車の
導入実績

電動車比率
（EV、FCEV、PHEV、HV）

国内オート事業2社
日本カーソリューションズ㈱
ニッポンレンタカーサービス㈱

% 16.8 18.4 20.3
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気候変動
リスクと機会

当社は、リスク管理態勢の中で「気候変動リスク」をオペレーショナルリスクの一つとして認識し、非財務のリスクカテゴ
リーとして管理しています。当社事業と照らし合わせ、気候変動が与える影響はリスクのみならず、事業機会としての側面
も大きいと考えており、さまざまな取り組みを進めています。
2021年4月に、「気候関連財務情報開示タスクフォース※（TCFD）」提言への賛同を表明するとともに、気候変動に係るリ
スク重要度評価分析の結果から、「環境·エネルギー事業（太陽光発電事業）」（2021年５月）、「航空機事業（航空機リース事
業）」（2022年4月）および「オートモビリティ事業（法人・個人向けオートリース事業）」（2023年4月）を対象に、TCFD提言に
沿って、複数のシナリオを用いた気候変動リスクおよび機会の特定と、定性的·定量的な事業インパクト評価を実施しました。

※TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）
　当社の気候変動への対応とTCFDへの賛同　 https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/environment/tcfd.html

シナリオ分析対象事業の主な気候変動リスク
＜環境·エネルギー事業（太陽光発電事業）＞
台風・豪雨等の異常気象による緊急性の物理的リスクおよび炭素税の導入・法規制の強化といった移行リスクについて 
認識。

気候変動戦略

　  ■ 環境·エネルギー事業（太陽光発電事業）
　　  https://www.tokyocentury.co.jp/assets/pdf/sustainability/sa_solarpower_j.pdf

＜航空機事業（航空機リース事業）＞
異常気象の激甚化の影響により被る物理的リスク、および各国の炭素排出目標や航空業界独自の規制といった移行リス
クを認識。

　  ※1.  次世代機 ： 燃料効率化・機体軽量化等による低炭素機体
　  ※2.  新世代機 ： BWB（Blended Wing Body）旅客機、代替燃料対応機、電動航空機、水素航空機等

　  ■ 航空機事業（航空機リース事業）
　　  https://www.tokyocentury.co.jp/assets/pdf/sustainability/sa_aircraft_j.pdf
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環境負荷
低減

気候変動
リスクと機会

＜オートモビリティ事業（法人・個人向けオートリース事業）＞
異常気象の激甚化の影響による物理的リスク（洪水・大雨の影響による車両生産の遅延等）、およびガソリン車・ディーゼ
ル車からEVへシフトすることに伴う移行リスク（給油から充電への変化等）を認識。

環境影響評価

項目

環境影響評価チェック件数

単位

件

2021年度※

48

2022年度※

64

2023年度

56

※2021年度の件数は国内案件に加えて海外案件を対象としたトライアル分を含む。
　2022年度から海外案件を正式運用

インターナル
カーボンプライシング

当社の経営理念や環境基本方針に掲げる「循環型経済社会の実現」に向けて、事業活動を通じ
た環境貢献の取り組みが欠かせないものとなっていることから、「個別案件」が環境にどのよう
な影響を与えるかを確認·認識するための取り組みとして、「環境影響評価ワークシート」を用い
た環境影響評価を2019年度から開始しています。

当社が実行する「投資案件」についても、環境に配慮した取り組みが求められており、環境影響
評価の対象を拡大し、「環境影響評価ワークシート」を用いて投資先の環境に対する姿勢および
投資対象事業が環境に及ぼす影響をチェックする取り組みを2020年度から開始しています。

2023年6月から、GHG（温室効果ガス）排出量リスクの見える化および新規案件取組時の
GHG排出量増加の適切なコントロール等を目的として、経営会議に上程するような重要性の高
い投資案件において、インターナルカーボンプライシング（ICP）を試行的に導入いたしました。
具体的には、「環境影響評価ワークシート」にICP欄を設定し、ICP価格には、J-クレジット（再エネ
発電エネルギー）価格を使用し、連結子会社における投資案件を対象にスコープ1および2の算
定に必要な「環境データ（使用量情報）」の提供を受けて算定。意思決定の参考としています。

■ オートモビリティ事業（法人・個人向けオートリース事業）
　 https://www.tokyocentury.co.jp/assets/pdf/sustainability/sa_autoleasing_j.pdf



環境負荷
低減
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東京都
「地球温暖化
対策計画書制度」
への取り組み

全社的な
省エネへの取り組み

東京センチュリーの本社ビル（富士ソフト秋葉原ビル）は、東京都環境確保条例で定める特定テ
ナント等事業所に該当するため、「特定テナント等地球温暖化対策計画書」を東京都へ提出し
ています。
総合評価が「A」以上となった特定テナント事業所は優良事業者として公表されますが、当社は

「Ｓ」～「Ｃ」まで6段階の総合評価中、継続して「AA（省エネ対策の体制・取組が良好なテナン
ト）」の評価を受けています。
詳細は、以下の東京都環境局のWebサイトをご覧ください。

＜東京都環境局＞
特定テナント等事業者の評価・公表
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/tenant/tenant_karte/

全社的な省エネルギー活動として、以下の取り組みを推進しています。

＜電気使用量の削減＞
ＰＣモニタの離席時の消灯や未使用会議室、昼休みの消灯等、節電施策の実施。業務効率化の
推進による残業時間の削減、クールビズ・ウォームビズの実施等

＜再生可能エネルギー由来の電気導入＞
2023年1月より、当社およびグループ会社が入居する秋葉原所在のビル3棟における使用電
気の100%を再生可能エネルギー由来に変更。2023年５月からスペシャルティ営業部門が営
業を開始したTOKYO TORCH 常盤橋タワーも再生可能エネルギー電力由来の電気を使用　
※詳細はWebサイトをご参照
  https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/tdnet/2216908/00.pdf

＜ガソリン使用量の削減＞
エコドライブの推進による営業車の燃費向上、レール＆レンタカー、営業車に搭載したテレマ
ティクスサービスの活用による自動車営業活動時のガソリン使用量の削減

＜紙使用量の削減＞
申請書等のペーパーレス化・電子化機能の活用、セキュア端末・iPadの活用によるペーパーレ
ス会議の推進



当社は、お客さまの脱炭素経営の取り組みや、企業価値向上を支援することを目的
に、カーボンクレジット付リースの取り扱いを開始いたしました。取り扱いを開始した
カーボンクレジット付リースは、当社およびグループ会社が提供するリース・オート
リース等に、J-クレジットをはじめとしたカーボンクレジットのオフセットサービスを付
加したものであり、当該サービスを活用することで、生産設備・IT機器·車両等のリー
ス物件の使用に伴い排出するCO₂のオフセットが可能です。

※詳細はWebサイトをご参照
  https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/tdnet/2240405/00.pdf

カーボンクレジット
付リース

環境市場機会

持続可能性に
関連する
資金調達

環境負荷軽減につながるようなお客さまの先進的な設備導入を、各種補助金を用い
て支援しています。リース料の低減を通じて脱炭素機器の普及を促進し、地球環境
の保全に寄与するとともに、脱炭素化を目指す中小企業のサポートを行っています｡

＜主な補助金＞
・ 脱炭素社会の構築に向けたESGリース促進事業
・ 先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金
・ 工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業　等
　（「SHIFT事業：工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業」ほか）

省エネ補助金
サービス

東京センチュリー株式会社と京セラ株式会社、京セラコミュニケーションシステム株
式会社（以下「KCCS」）は、SDGs（持続可能な開発目標）の達成に資する取り組みと
して、寄付型のコーポレートPPA（自家発電サポートサービス）の提供をしています。
東京センチュリーとKCCSが太陽光発電設備の導入に必要な初期投資および維持
管理のためのコストや⼿間を負担。「初期投資ゼロ」で太陽光発電システムを導入
できるコーポレートPPA（自家発電サポートサービス）を提供しています。
本サービスは、従来のコーポレートPPA契約に、SDGsの達成に向けた活動を推進す
る公益社団法人やNPO法人への寄付の実施を組み込んだ取り組みです。本サービ
スを利用して太陽光発電システムを導入したお客さまのご意向を踏まえて寄付先の
団体を決定し、東京センチュリーの収益の一部を団体へ寄付いたします。（※）

※詳細はWebサイトをご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/tc-news-jp/services/equipment-leasing/
decarbonization-corporateppa-menicon/

寄付型コーポレート
PPAの提供

（自家発電サポート
サービス）

当社は、住友林業株式会社傘下の米国·森林アセットマネジメント事業会社 
Eastwood Forests, LLCが組成し、運用を開始した森林ファンド Eastwood 
Climate Smart Forestry Fund Iに出資・参画いたしました。
当社は、大口出資者として、森林資産の購入、売却をはじめとする重要事項を決定す
るコミッティのメンバーとなり、本ファンド運営に携わることで森林経営に係る知見を
会得し、新たな森林関連ビジネスの展開につなげてまいります。

※詳細はWebサイトをご参照
  https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/tdnet/2310035/00.pdf

森林ファンド
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持続可能性
に関連した
金融商品

https://www.tokyocentury.co.jp/tc-news-jp/services/equipment-leasing/decarbonization-corporateppa-menicon/
https://www.tokyocentury.co.jp/tc-news-jp/services/equipment-leasing/decarbonization-corporateppa-menicon/
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持続可能性
に関連した
金融商品

持続可能性に
関連する
資金調達

サステナビリティ・
リンク・ローン、
ポジティブ・インパ
クト・ファイナンス
およびDBJ健康経営

（ヘルスマネジメント）
格付融資

サステナビリティ・
リンク・ファイナンス・
フレームワークの
策定

当社は、2024年3月にサステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワークを
策定しました。当社は本フレームワークに基づいたサステナビリティ・リンク・ボンド

（SLB）の発行およびサステナビリティ・リンク・ローン（SLL）の実行を通じて、投資
家および幅広い市場関係者に、当社の長期ビジョンの実現へ向けた取り組みを示
し、推進していきます。　

※詳細はWebサイトをご参照
   https://www.tokyocentury.co.jp/jp/newsroom/news/004652.html

当社は、サステナビリティ・リンク・ローン（SLL）、ポジティブ・インパクト・ファイナス
（PIF）および日本政策投資銀行（DBJ）の健康経営（ヘルスマネジメント）格付融
資より、2024年3月末現在、合計5,758億円の資金調達を行っております。

サステナビリティ・リンク・ローン ： 
SLLは、サステナビリティ目標と連携したサステナビリティ・パフォーマンス・ターゲッ
ト（以下、SPTs）を設定し、借入条件とSPTsのパフォーマンスを連携させることで、
環境的·社会的に持続可能な経済活動や成長を促進することを目指す融資です。

ポジティブ・インパクト・ファイナンス ： 
国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が策定したポジティブ・インパクト
金融原則および同実施ガイドラインに基づき、環境、社会、経済に及ぼすインパクト

（ポジティブな影響とネガティブな影響）を包括的に分析・評価し、ポジティブな影
響を与える活動を継続的に支援することを目的とした融資です。また、SDGs達成
への貢献度合いを評価指標とし、開示情報に基づくモニタリングを行うことが最大
の特徴となります。 

DBJ健康経営（ヘルスマネジメント）格付融資 ： 
DBJ独自の評価システムにより、従業員への健康配慮の取り組みが優れた企業を
評価·選定するという、「健康経営格付」の専門⼿法を導入した世界で初めての融資
メニューです。

＜適格性に関する第三者評価＞
SLLおよびPIFについては、それぞれの原則・ガイドライン等の準拠性と当社が設定
した指標の合理性について、第三者意見を取得しています。
2024年3月に公表したサステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワークで
は、以下の指標をKPIとして選定しています。当該KPIは、「中期経営計画2027」、

「2040年度カーボンニュートラル方針」に資するものです。

KPI1　BEV保有台数
KPI2　電動車（EV,FCEV,PHEV,HV）比率
KPI3　航空機事業（ACG）の省燃費機材比率　（省燃費機材の資産残高比率）
KPI4　中古PCの年間販売台数
KPI5　年次有給休暇取得率
KPI6　男性育児休業取得率　

※SLL等による個々の資金調達のプレスリリースの詳細はWebサイトをご参照
   https://www.tokyocentury.co.jp/jp/ir/



その他の取り組み

脱炭素に
関する
イニシアティブ
への参画

「デコ活宣言」
  への登録と
「デコ活応援団」
  への参画

当社は、2024年5月にデコ活応援隊（環境省 地球環境局脱炭素ライフスタイル推進室）が所
管する「デコ活宣言」への登録並びに「デコ活応援団（新国民運動・官民連携協議会）」へ参画し
ました。
デコ活とは、二酸化炭素(CO₂)を減らす(DE)脱炭素(Decarbonization)と、環境に良いエコ
(Eco)を含む“デコ”と活動・生活を組み合わせた新しい言葉で、“脱炭素につながる新しい豊か
な暮らしを創る国民運動”の愛称のことです。
当社は、マテリアリティの一つに「脱炭素社会への貢献」を掲げていること、また、2040年度を
ターゲットにカーボンニュートラル方針を公表していることから、脱炭素につながる製品、サー
ビス、取組展開を通じて国民の彩り豊かな暮らし（デコ活）を後押しするとともに、日々の生活・
仕事の中で、デコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮らし）を実践してまいります。
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持続可能性
に関連した
金融商品

二国間クレジット
制度（JCM※）
※Joint Crediting 
　Mechanism

脱炭素技術
実現のための
プロジェクト

「JCM」は、日本の優れた脱炭素技術をパートナー国に提供。導入資金の一部を補
助金として支援し、パートナー国の温室効果ガスの削減と持続可能な社会インフラ
の整備に貢献するとともに、削減された温室効果ガスの一部を日本の排出削減量
として計上する仕組みです。
当社のJCM事業は、2017年度から2023年度までにインドネシア、フィリピン、タ
イ、ミャンマー、ベトナムの５カ国で、合計15プロジェクトが採択される実績を上げ
てきました。2023年度の採択は3件（ベトナムの繊維製品製造および化学製品製
造工場への1.9MW屋根置き太陽光発電システムの導入、フィリピンの配電会社
と連携した7MW太陽光発電プロジェクトおよびフィリピンの電子機器組立工場
への1.2MW屋根置き太陽光発電システムの導入）。2023年度に採択された案件
のうち、フィリピンの電子機器組立工場への屋根置き太陽光発電システムの導入
は、当社が制度設計に協力し、新たに制度化された「JCMエコリース事業」での採
択となります。

※上記目標の各年度は「1月～12月」を指す

目標

JCM案件採択時の想定
GHG排出削減量(累計)

単位

t-CO2

2023年度※

49,000

2024年度※

53,000

2025年度※

56,000

2022年度※

45,000

2021年度※

39,000

「二国間クレジット制度の推進による地球温暖化対策の推進」
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/materiality/decarbonized-society.html
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人権

方針

＜東京センチュリーグループ人権基本方針＞
東京センチュリーグループは、企業としての社会的責任を常に意識し、自由な事業領域を活かした高い専門性と
独自性のある幅広い金融・サービスを提供することで、資源を効率的に活用しながら経済発展を可能にする「循環
型経済社会」の実現への貢献を経営理念に掲げています。
東京センチュリーグループは、経営理念に基づき、人権基本方針を定め、事業活動において人権尊重を推進していきます。
東京センチュリーグループは、人権尊重を重要な課題と認識し、多様な人材の能力と個性の積極的な発揮を促す
風土を醸成し、すべての役職員が専門性を高め、成長と誇りを実感できる企業を目指します。

１．適用範囲
人権基本方針は、東京センチュリーグループの全ての会社の役職員に適用されます。
さらに、グループ各社のお客さまやサプライヤーなどあらゆるステークホルダーに対し、人権尊重していただくことを期待します。

２．尊重する国際規範
東京センチュリーは「国連グローバル・コンパクト」に賛同し署名しています。また、「国際人権章典（世界人権宣
言・国際人権規約）」、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」、「労働における基本的原則および権利に関
する国際労働機関宣言」※を参照し、人権尊重に取り組みます。

※結社の自由および団体交渉権、あらゆる形態の強制労働の禁止、児童労働の実効的な廃止、雇用および職業における差別の排除、同一
労働同一賃金

３．法令遵守
東京センチュリーグループは、事業活動を行うそれぞれの国または地域における法令を遵守します。また、国際的に
認められた基準等と各地域の法令等に矛盾がある場合には、国際的な基準等を尊重するための方法を追求します。

４．方針の位置づけ
人権基本方針は、経営会議の審議を経て取締役会で決議し、制定されました。

５．役職員の人権
東京センチュリーグループは、全役職員の人権を尊重するとともに、お互いに人権と人格を尊重し合い、活力に
満ちた働き甲斐のある職場環境の形成に努めていきます。また、別途定めたダイバーシティ基本方針に基づき
ダイバーシティ&インクルージョンを推進し、人種、宗教、性別、年齢、性的指向、障がいの有無、国籍にとらわれ
ず、多様な人材が活躍できる企業風土を醸成していきます。

６．人権デューデリジェンス
東京センチュリーグループは、自社の行う事業や提供するサービスがどの分野においても人権への負の影響を
助長する、もしくはそれらに関係する可能性があることを認識し、事業活動による人権への負の影響を防止また
は軽減するため適切なデューデリジェンスを実施していきます。

人権に係る
当社グループの
基本スタンス

東京センチュリーグループにおける人権に係る基本スタンスは、「人権基本方針」のほか「企業行動規範－4. 人権
の尊重」、「私たちの行動指針－3. 人権・人格を尊重し、働き甲斐のある職場環境を作ります」に記され、事業活動
において人権尊重を推進していくものと表明し、お客さまやサプライヤーなどのステークホルダーの皆さまに対し
ても、人権の尊重を期待することとしています。投融資に関する方針としては、「環境基本方針」および「人権基本
方針」に基づき、環境・社会へ負の影響の大きい事業に対する投融資等を制限することを明記した「東京センチュ
リーグループ 環境・社会に配慮した投融資方針」を制定し、強制労働・児童労働・人身取引など深刻な人権侵害を
引き起こしている事業や、化学兵器・生物兵器・核兵器・クラスター弾など非人道兵器製造に関与する事業への投
融資等を禁止しています。
また、役職員共通の与信業務に係る基本姿勢や考え方などを示す「与信業務規範」を遵守し、「人権尊重」の観点
を与信取引の判断基準のひとつに掲げ、個々の案件で確認を得ることとしています。
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企業行動規範

私たちの行動指針
（人権の尊重）

当社は「企業行動規範」および「私たちの行動指針」においても、人権の尊重について、以下のとおり定めています。

＜企業行動規範－4.＞
・ 人権の尊重

東京センチュリーグループは、あらゆる人々の人権を尊重するとともに、ダイバーシティを推進し、多様な人材が 
活躍できる企業風土を醸成します。

＜私たちの行動指針－3.＞
・ 人権・人格を尊重し、働き甲斐のある職場環境を作ります

私たちは、お互いに人権と人格を尊重し合い、差別やハラスメントのない、活力に満ちた働き甲斐のある職場環
境の形成に努めます。

国連グローバル・
コンパクトに署名

当社は、国連グローバル・コンパクト(UNGC）に署名しており、UNGCが提唱する「人権」「労働」「環境」「腐敗防
止」に関わる4分野10原則※を支持し、その実現に向けて努力を継続することにより、持続可能な循環型経済社会
の実現に貢献しています。
※UNGC10原則は、世界人権宣言、労働における基本的原則および権利に関するILO宣言、環境と開発に関するリオ宣言、腐敗防止に関

する国際条約に依拠しています。

人権に関する
研修・啓発

人権の方針を含む「企業行動規範」、「私たちの行動指針」に誓約する「コンプライアンス確認書」を全役職員が毎
年提出しています。また、「コンプライアンスハンドブック（日本語・英語）」を社内イントラに掲載し、国内外の役職
員がいつでも閲覧できるようにしています。加えて、以下のとおり研修・啓発活動を実施し、人権尊重の意識醸成
を図っています。

対象者

全役職員(一斉研修・階層別研修)

主なテーマ

■ 企業活動における人権リスク/ビジネスと人権/当社の人権への取り組み
■ ハラスメント（セクシャルハラスメント、パワーハラスメント、妊娠・出産・育児休業・介護休業等
　 のハラスメント、リモートハラスメント）の禁止、心理的安全性
■ 「東京センチュリーグループ 環境・社会に配慮した投融資方針」の理解

各部店の所属員（職場ごと） ハラスメントの禁止 ～ 関連法令・防止指針・発生防止の基本姿勢等

グループ会社人権担当者 人権に関する基本知識

方針

７．救済措置
東京センチュリーグループは、事業活動による人権への負の影響を引き起こした、または関与が明らかになった
場合、影響を受けた当事者の救済に努めていきます。

８．ステークホルダーとの対話
東京センチュリーグループは、人権に関する取り組みについて、ステークホルダーと対話していきます。

９．コミュニケーションと研修
東京センチュリーグループは、全役職員が人権尊重の重要性を理解し、本方針が全ての事業活動に組み込まれ
るように適切なコミュニケーションと研修を実施していきます。また、コンプライアンスに関する研修を実施のう
え、差別やハラスメントを容認しないことを明確にし、役職員に遵守を徹底していきます。

１０．情報公開
東京センチュリーグループは、人権基本方針に基づく取り組みについて、ホームページ等で情報公開しステーク
ホルダーに理解していただけるよう努めていきます。

人権リスクの管理

人権リスクは、総合的なリスク管理のなかでコントロールする体制を敷いています。総合的なリスク管理とは、当社
グループに係るリスク（人権リスクを含む）を全体として把握・評価し、必要に応じ定性・定量それぞれの面から、適
切な対応を行うための体制で、総合リスク管理委員会により実施され、その状況は定期的に経営会議および取締
役会に報告しています。
人権リスクは、当リスク管理体制のなかで「オペレーショナルリスク」のうちの「人権・職場環境リスク」に分類しモ
ニタリング等を行い、適正性の検証などを行っています。
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人権侵害への
対応体制

（救済メカニズム）

（1）当社グループ会社役職員
当社グループでは、ハラスメント行為や人権侵害を含むコンプライアンス違反、コンプライアンス違反懸念を認
識したときの対応として、国内外グループ会社で働く全ての役職員(取締役、執行役員、社員、嘱託、派遣社員、
出向者、パートタイマー、アルバイト等)および退職後1年以内の退職者等が利用できる内部通報制度を運用して
います。
通報者の匿名性確保と通報に係る秘密保持を徹底し、通報を受け付けた事案について調査の結果、人権侵害が
認められた場合には、被害者に対し救済措置を講じます。
全役職員に対してコンプライアンス・アンケートを毎年行い、その中に人権侵害を含むコンプライアンス懸念事象
に関する質問事項を設け、回答された内容によっては必要に応じヒアリングを実施するなど、問題発生の未然防
止に努めています。

（2）お客さま、社外ステークホルダーの皆さま
当社グループでは、事業活動において人権尊重を推進する一環として、お客さま、社外ステークホルダーの皆さま
用の人権相談窓口を設置しています。
当社グループとのお取引の有無に関わらず、当社グループ会社やその役職員による人権侵害行為にお気付きに
なられた場合、以下窓口にお知らせください。状況を確認のうえ、結果をご回答いたします。

人権相談窓口
東京センチュリー株式会社 総合リスク管理部 コンプライアンス室
ご相談はこちら　https://www.tokyocentury.co.jp/jp/contact/humanrights/

人権
デューデリジェンス

東京センチュリーグループでは、事業活動によって生じる人権への負の影響を分析、特定、評価のうえ、その防止
または軽減するための是正策を講じていくPDCAを、外部の専門機関の協力のもと実施しています。

(1) 当社・当社連結子会社の人権デューデリジェンス
当社は、当社および当社国内外連結子会社を対象に、人権デューデリジェンスを実施しました。

〇実施方法
ビジネスに係る人権リスクのロングリストを作成したのち、当社グループの事業内容やステークホルダーを考慮し
て関連の深い項目を絞り込み、認識するべき人権課題を特定のうえ、それら人権課題の現状把握のため、内部通
報事案、従業員意識調査やコンプライアンスに関するアンケート結果の分析と、各社へのアンケート調査ならびに
インタビューを実施しました。

〇把握した課題等
リスク特定では重大なリスクは識別されておらず、人権に関する方針類、救済メカニズムとしての内部通報制度、
有事のコンプライアンス事案や事件・事故の報告制度、人権教育は適切に整備・運営されています。
一方で、ハラスメント等に関する課題認識のほか、労働安全衛生、労働時間等の人権リスクについて、当社が親会
社として子会社各社の平時の実態を把握する点には課題があり、方針などの子会社各社への周知やモニタリング
方法等に改善の余地があることが判明しております。
これら課題に対し、周知の強化・工夫やモニタリング項目の見直し・頻度向上などを通じて是正を図っていきます。

(2) 投融資先の人権リスク評価
大口の投融資の検討、または投融資実行後のモニタリングにあたり、人権リスクを把握・判断するため、「人権リス
ク評価」を実施しています。
評価の対象事項は、人権リスクに対する取り組み体制や、過去の人権侵害事故の発生有無、投融資事業が引き起
こす懸念のある人権リスクと、それらの防止・軽減措置策などです。
評価の結果、過去に児童労働、強制労働、人身取引が生じていれば原則投融資不適格として扱い、今後、対象の
事業がこれら三つおよび人命に関わる事故を生じさせる可能性の高いことが判明した場合は、低減策の実効性を
慎重に検証し投融資判断を行うものとしています。

引き続き、企業活動のさまざまな場面で起こりうる人権課題を検証し、人権への負の影響を防止・軽減していくための
PDCAを継続的に実施していくことで、人権の尊重と持続的な事業の実現に向けた取り組みに努めてまいります。
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ダイバーシティ

方針

＜ダイバーシティ基本方針＞
東京センチュリーグループは、高い専門性と独自性を持つ金融・サービス企業として、事業の成長に挑戦するお客
さまとともに、事業領域のさらなる拡大とグローバル展開を進めていきます。お客さまの多様なニーズにお応えす
るため、多様な能力と個性をもつ社員が柔軟な発想と行動力を発揮し、付加価値の高いサービスを提供し続ける
ことができるよう、ダイバーシティを推進してまいります。

１．企業風土の醸成
社員一人ひとりがダイバーシティの重要性を理解し、多様な人材が活躍できる企業風土を醸成します。

２．多様な人材の活躍推進
人種、宗教、性別、年齢、性的指向、障がいの有無、国籍にとらわれず、多様な人材の採用・育成・登用を推進し
ます。

３．キャリア形成と能力開発の支援
個人がもつ能力と個性の発揮を促すため、社員一人ひとりのキャリア形成と能力開発を支援します。

４．両立支援の充実
社員一人ひとりの事情にあわせ、多様で柔軟な働き方ができるよう、両立支援を充実します。

推進体制
多様な人材の能力と個性の積極的な発揮を促し、その活躍を支援するとともに、多様な社員が活躍できる企業風
土の醸成を図るべく、2015年4月1日に人事部内にダイバーシティ推進室を設置し、「ダイバーシティ基本方針」
に基づき、さまざまな施策に取り組んでいます。

ダイバーシティ
研修

役職員のダイバーシティへの理解を深めるため、ダイバーシティ研修を実施しています。入社時基礎研修（新卒採
用者・中途採用者対象）での研修実施や全役職員を対象にしたｅラーニング研修実施に加え、外部講師を招いた
講演とディスカッションを行うダイバーシティセミナーなどを開催しています。

対象者

全役職員

内容

ダイバーシティの基礎知識、ダイバーシティへの理解
ダイバーシティ推進×経営戦略
東京センチュリーのダイバーシティ基本方針
多様で柔軟な働き方
仕事と介護の両立、東京センチュリーの介護支援制度
LGBTQ＋への理解

女性社員

ダイバーシティへの理解
女性のキャリア形成
視野を広げて問題を捉える重要性の理解
問題解決のアクションプラン立案

9年次までの社員（階層別研修） 働き方改革（生産性の高い働き方）

ナショナルスタッフ 相互理解、コミュニケーションの深耕

LGBTQ+への
取り組み

コンプライアンスハンドブックでは、セクシャルハラスメント・パワーハラスメント・マタニティハラスメントなどさま
ざまなハラスメント行為の禁止、LGBTQ+への差別的言動の禁止について事例を明記して周知徹底しているほ
か、LGBTQ+について正しい理解を深めるため、全役職員を対象に研修を実施しています。

グローバル人材の
活躍推進

当社グループの海外ネットワークは各国有力パートナーとの協業による「アライアンス戦略」により世界30以上の国と
地域にまで拡大しております。今後さらなる成長を続けていく上では、グローバル人材の育成が必要不可欠といえます。
当社グループは日本国内では外国籍、海外では現地の従業員を継続的に雇用し、国内外で活躍できる人材を育成
し登用しております。また、新卒採用における「国際コース」の設置や、若手従業員を対象とした海外トレーニー制度 
および海外派遣を積極的に推進する他、本社および現地の従業員を対象に各種研修を実施するなど、将来グロー 
バルに活躍できる人材の育成に努めております。
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障がい者の
雇用促進

当社は、幅広い分野から人材を求め、意欲あふれる人材に活躍の場を提供するため、障がい者の雇用にも積極的
に取り組んでおり、障害者雇用促進法に定める雇用者数の基準を満たしています。（2024年6月1日時点の障が
い者雇用率 3.26%［単体ベース］）

障がい者のさらなる雇用促進を図る取り組みとして、2019年4月に知的・精神障がい者を雇用し、千葉県船橋市
内に「TCわくはぴ農園」を開園しました。その後、2021年2月と2023年6月に農園を拡張し、2024年3月末現在
５チーム19名で活動しています。

「TCわくはぴ農園」では、障がい者がやりがいを感じながら、長期に安心して働ける環境を整備しています。安全・
清潔をモットーに設計された農業ハウス内で野菜を栽培し、収穫した野菜を社会貢献活動の一環としてセカンド
ハーベスト·ジャパンに寄付しております。

セカンドハーベスト·ジャパンは、2002年3月に設立された日本初のフードバンクです。フードバンクとは、食料銀
行を意味する社会貢献活動のことをいいます。まだ十分食べられるにもかかわらず、さまざまな理由で廃棄される
食品を食品メーカー・卸売業者・農家・個人などから引き受け、児童養護・母子支援・障がい者支援等の福祉施設や
生活貧困家庭などに提供しています。また、東日本大震災、能登半島地震等への支援活動なども行っています。

女性の活躍推進

当社は、女性活躍推進法に基づき、女性の活躍を推進し、従業員一人ひとりが多様で柔軟な働き方ができるよう、
次の行動計画を策定しています。

＜女性の活躍推進に向けた行動計画※＞

計画期間

2023年4月1日～2028年3月31日

定量的目標

● 新卒採用に占める女性比率は40%以上を維持する
● 管理職に占める女性比率は2030年までに
  30％以上とする
● 男性の育児休業取得率は100％を維持する
● 有給休暇取得率は70%以上を維持する

※本行動計画は、厚生労働省の女性の活躍推進企業データベースにも公表しています。
　 http://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=985

計画期間

女性の役員・
管理職登用

当社は、2014年10月に「女性の役員・管理職登用に関する自主行動計画」※を策定し、意欲と能力の高い女性を
積極的に採用・育成・登用することで、女性役員・管理職を着実に増やしていきます。

＜女性の役員・管理職登用に関する自主行動計画※＞

※本行動計画は、一般社団法人日本経済団体連合会のWebサイトにも公表しています。
　 http://www.keidanren.or.jp/policy/woman/ap10425.html

目標
● 新卒採用に占める女性比率は40%以上を維持する
● 管理職に占める女性比率は2030年までに30%以上とする

さらに、個々の社員がライフステージに合わせて安心して働けるよう、職場の風土改革、キャリア形成と能力開発
の支援、両立支援の充実と活用推進に継続的に取り組んでまいります。

（2024年3月31日時点：女性取締役2名、女性管理職63名[12.0%]）

https://2hj.org/
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キャリア形成

当社は、「人材こそが財産であり、企業が持続的に成長する原動力である」と考えています。従業員一人ひとりがもつ
能力と個性の発揮を促すため、自発的なキャリア形成と能力開発を支援しており、さまざまな研修を実施しています。

〈研修種類〉
若年層年次別研修、管理職研修、キャリアデザイン研修、グローバル人材育成（外部研修・海外トレーニー派遣）、
能力開発支援

推進体制
従業員一人ひとりの職業人生を通じたキャリアについて、自らが主体となって構想・設計し、実現していくことをサ
ポートしていくため、人事部内にキャリアデザイン室を設置しています。世代ごとに研修と面談、任意で相談ができ
る窓口を開設して、従業員のキャリア形成に注力しています。

人材活用

能力開発支援 通信教育受講修了者への補助金支給制度や、業務に関連する資格を取得した者への奨励金支給制度により、従
業員の学ぶ姿勢を応援しています。

360度評価
経営基盤の強化の主要施策である「従業員エンゲージメントの向上」の取り組みの一環、また、職場の円滑な人間
関係に基づく組織運営を意識したライン管理職の人材育成を目的に、360度評価を実施しています。評価結果は
被評価者本人と上司にフィードバックされます。

キャリア
チャレンジ制度

従業員が自らの意思でキャリア形成にチャレンジできる機会を提供するキャリアチャレンジ制度（社内公募制度）
を導入しています。

TC Biz 
Challenge

従業員が失敗を恐れず新しい取り組みにチャレンジできるTC Biz Challenge（新規事業提案制度）を導入して
います。今後も新しい取り組みへのチャレンジを続けてまいります。

人材育成の方向性

＜人材育成の方向性＞
従業員一人ひとりが個々の人間力を磨きながら成長し、自らを変革し、変化を創造することのできる人材を育成します。

①自己変革力　自らのなりたい姿を実現するために進化を続け「変革する」力を高められること
②創造力　過去の自分を超えて新しい価値を生み出す「創造力」が豊かであること
③挑戦心　様々なことに関心·意欲がある「挑戦心」を持ち続けられること

社内環境整備の
方向性

＜社内環境整備の方向性＞
当社が持つ高い組織実行力を維持しつつ、個々人が自由な発想力で働くことのできる環境を整備します。

①多様な人材が健やかでやりがいを持ち前向きに働ける組織づくりの整備
②社会情勢やライフステージ、事業環境の変化に応じた学び·学び直しの場の整備
③従業員同士のコミュニケーションが円滑に行える職場環境の整備
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対象者

出産・育児

対象期間

産前6週間

当社は、従業員一人ひとりの事情にあわせ、多様で柔軟な働き方ができるよう、両立支援を充実しています。

＜主な両立支援制度＞

産後8週間

制度

産前休業

産後休業

産後8週間（うち4週間）出生時育児休業（産後パパ育休）

妊娠～産後１年間（うち必要な日数）

産前1カ月～産後2週間（うち5日）

健康診査等通院特別休暇

配偶者出産特別休暇

小学校就学前（子供１人につき年間5日まで、1日・半日・時間単位での取得可）看護休暇

小学校3年生まで時間外勤務免除

小学校3年生まで（2時間）

小学校3年生まで（2時間）

始業・終業時刻繰り上げ

始業・終業時刻繰り下げ

小学校3年生まで（75分短縮）短時間勤務

介護

通算1年まで分割取得可 [取得回数の制限なし]介護休業

家族1人につき年間5日まで、1日・半日・時間単位での取得可介護休暇

家族の介護終了まで時間外勤務免除

利用開始から3年間（2時間） [取得回数の制限なし]始業・終業時刻繰り上げ

利用開始から3年間（2時間） [取得回数の制限なし]始業・終業時刻繰り下げ

利用開始から3年間（2時間短縮） [取得回数の制限なし]短時間勤務

両立支援

満２歳6カ月まで育児休業

従業員
エンゲージメント
の向上

当社では「中期経営計画2027」において、非財務目標として「エンゲージメント指数」を目標に設定しており、毎年従
業員エンゲージメント調査を実施したうえで同指数の測定を行っています。結果の分析を行い、抽出した課題に対す
る改善策の検討・導入を進め、従業員エンゲージメント指数のさらなる向上を図っています。従業員エンゲージメント
調査で得られた意見をもとに、課題分析と今後の取り組みについて経営会議や取締役会において討議を重ね、重要
な経営課題として対応を進めています。

長時間労働の
抑制と
ワーク・ライフ・
バランス

当社は、業務の効率化を推進し、残業時間の削減による自己啓発や家族・友人などとの充実した時間を確保する
など、ワーク・ライフ・バランスの向上に取り組んでいます。夏季（7～8月）は定時退社を推進するとともに、クール
ビズを導入しています。
また、労働基準法に基づき、労働組合と「時間外勤務および休日勤務に関する協定（36協定）」を締結しています。その他の
労働条件等に関しても、当社は労働基準法を遵守しており、2023年度において違反はなく罰則等を受けておりません。
なお、当社グループは、各国が定めた法令に従い、従業員に法定最低賃金を上回る生活賃金を支払い、かつ、不当
な賃金減額を行っていません。
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健康経営

方針

＜健康経営基本方針＞
東京センチュリーは、「高い専門性と独自性を持つ金融·サービス企業として、事業の成長に挑戦するお客さまとと
もに、環境に配慮した循環型経済社会の実現に貢献します。」という経営理念のもと、パートナーシップ戦略を推
進し、新しいビジネスを創出し続けることによってさらなる成長を果たし、企業価値の向上を目指します。そのため
には、当社の最大の財産である人材一人ひとりが心身ともに健康で、個性と持てる能力を存分に発揮し、いきいき
と働ける環境を整備することが重要であり、健康管理を経営課題としてとらえ、役職員とその家族の健康保持·増
進に取り組みます。

１．健康意識の醸成
心身の健康に関する情報を発信し、役職員一人ひとりの自立した取り組みを支援することで、健康を優先する
意識を醸成します。

２．健康課題の把握
健康診断、ストレスチェックを通じ、その検査結果から抽出される課題の把握に努めます。

３．健康管理と対策
健康課題の一つひとつに対し、改善と是正に向けた対策を講じるとともに、健康に関する情報を適正に管理します。

４．病気の治療と仕事の両立支援
疾病予防と早期発見のための取り組みを促進するとともに、病気の治療と仕事の両立を支援します。

健康経営の
取り組み

＜健康経営の取り組み＞
１．健康意識の醸成
(1) 健康保険組合とのコラボヘルスを推進し、健康増進アプリの提供により健康習慣づくりを支援する。
(2) 健康への意識を高めるため、産業医・産業保健師と連携しｅ-ラーニング等による情報発信を継続する。
(3) 健康経営の取り組み内容を関係会社に紹介し、相互に情報共有を進める。
(4) コーポレートサイトを通じて当社の取り組みを社内外に発信する。

２．健康課題の把握
(1) 定期健康診断を実施し、受診率100％を目指す。
(2) ストレスチェックを実施し、受検率100％を目指す。
(3) 定期健康診断の受診およびストレスチェックの受検の実績について、社内外に公表する。

３．健康管理と対策
(1) 定期健康診断の結果、メタボリックシンドロームと診断された役職員への特定保健指導を行う。実施率80%
　　以上を目指し食生活等の改善を図る。
(2) ストレスチェックの結果、高ストレスと判定された従業員が産業医と面談する機会を設け、あわせて社外の相
　　談窓口の活用を推奨する。
(3) 心と身体の健康に関する不安や疑問の解消のため、健康相談窓口（人事部、産業医、産業保健師、健康保険
　　組合等）を周知する。
(4) 従業員一人ひとりの労働時間を適正に管理し、長時間労働を防止する。
(5) 感染症対策として、在宅勤務、時差勤務、時間休の活用を推奨する。
(6) 女性の健康課題への対応のため、セミナーの開催や、女性のがん検診費用を補助する。
(7) 食生活の改善、禁煙支援のための施策を実施する。
(8) 定期健康診断の結果、再検査・精密検査が必要と診断された役職員の検査費用を補助する。

４．病気の治療と仕事の両立支援
(1) 病気の治療をしながら働き続けられるよう、在宅勤務、時差勤務、時間休の活用を推奨する。
(2) メンタルヘルス休職者に対する復職サポート体制により、円滑な復職を支援する。
(3) 従業員が安心して家族のために働けるよう、従業員が死亡もしくは高度障がい状態になった場合に、遺児育
　　英年金により子の教育資金等を支援する。
(4) 病気を早期に発見し治療できるよう、人間ドック・がん検診等の任意検診を推奨し費用を補助する。
(5) 特別積立休暇制度により、不妊治療と仕事の両立を支援する。

※「健康経営®」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。
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ボランティア
休暇制度

2009年にボランティア休暇制度を制定し、 ①環境保全活動、 ②地域社会活動、 ③社会福祉活動、 ④その他　
会社が認めた活動、について、社員がボランティア活動を行うための休暇を特別休暇として認めています。

災害復興支援

2024年1月1日に発生した石川県能登地方を震源とする地震は、当該地方に甚大な被害をもたらしたことから、
東京センチュリー、日本カーソリューションズ㈱およびニッポンレンタカーサービス㈱の3社は、地震による被災者
の方々に対する義援金として、日本赤十字社および輪島市に合計1,100万円を寄附いたしました。また、当社は、
能登半島地震の影響から店舗改装や休業のため資金支援を必要とするファミリーマートフランチャイズ加盟者を
対象に、ファミリーマートと協業で「震災支援パッケージ」を策定し同年２月から受付を開始しました。本支援パッ
ケージは、これまで約10年間運用しているファミリーマート加盟者向け内装工事の割賦払い等において、期間限
定で優遇金利を適用し加盟者の再建を支援するものです。

オートモビリティ事業分野では、電気自動車（EV)の取り組みを拡大しており、その一環として、非常時の電源対策
となるEVを活用したBCP商品の普及を図っています。令和元年に千葉県が被災した台風15号による長期停電時
に当該EVを提供し、社会福祉施設等の非常用電源として活用、復旧サポートに役立てることができました。2023
年7月には、ニッポンレンタカーと鹿児島県熊毛郡屋久島町が災害時応援連携協定を締結しました。これは、大規
模な地震、風水害等が発生した場合に屋久島空港営業所に配備しているEVを活用し、災害対策本部または避難
所等への電力供給を中心に連携を図るものです。

その他にも、東日本大震災復興支援として、公益財団法人オイスカを通じて「海岸林再生プロジェクト」への寄付
を継続的に行っています。

社会貢献活動

株主優待制度を
通じた貢献活動

株主優待制度を通じた社会貢献として、株主優待（クオカード）総額の5%相当額を社会貢献活動に取り組んでい
る団体に寄付を行っています。2023年度は、介助犬を育成する「社会福祉法人日本介助犬協会」ならびに災害救
助犬の育成･派遣を行っている「認定ＮＰＯ法人日本レスキュー協会」へ、それぞれ2.5％相当額を寄付しました。

防災

寄付等を通じた
社会貢献活動

東京センチュリーは、経営理念、経営方針に則り、社会的使命・責任を果たし、広く社会の発展・向上に貢献するこ
とを目的として、①環境、②社会福祉、③教育、④災害支援の項目を重点分野として寄付を行う取り組み方針があ
ります。
2023年度はそれぞれ以下のとおり団体に寄付を行っております。

①環境 ： 公益財団法人 日本自然保護協会（森林保全、生物多様性保全、海洋保全等、全国規模の自然保護）
②社会福祉 ： 公益財団法人 がん研究会（がん研究）
③教育 ： 認定NPO法人 カタリバ（子供を取り巻く環境づくり、居場所提供、出張授業、不登校支援プログラム）
④災害支援 ： 社会福祉法人 中央共同募金会（赤い⽻根）（災害ボランティア・NPO活動サポート募金） 
※カッコ内は各団体の主な活動内容

なお、2023年度の寄付金実績の合計は16,613,700円です。2023年度の主な寄付等の詳細はWebサイトご参照
【ご参考】地域社会とともに
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/social/community.html#anc_FY2023

令和3年度の「東京都一斉帰宅抑制推進モデル企業」に選定されました。
当社は、令和5年までに「東京都一斉帰宅抑制推進企業認定制度※」において認定された、
推進企業140社のうち、特に波及効果の大きい優れた取り組みを実施している、一斉帰宅
抑制推進モデル企業39社の１つに選定されています。

※詳細はWebサイトご参照
　https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/kitaku_portal/1000048/1006510/1006512/index.html
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スポーツ支援

スポーツ振興の一環として、Ｊリーグ「川崎フロンターレ」のオフィシャルスポンサーを務めています。また、当社は、
ジャパンラグビーリーグワン所属チーム「浦安D-Rocks」とトップパートナーシップ契約を締結。当社連結子会社・
TC神鋼不動産は、同リーグ所属の「コベルコ神戸スティーラーズ」とゴールドパートナー契約をしています。さらに
当社は「福岡ソフトバンクホークス」とスポンサーシップ契約を締結しています。

芸術支援 芸術振興の一環として、三菱一号館美術館の企業会員を継続的に務めています。
文化振興の一環として、公益財団法人渋沢栄一記念財団への寄付を継続的に行っています。

清掃活動 等

当社グループは、地域との共生の一環として、役職員が参加する清掃活動を実施しています。

＜国内＞　本社（千代田区）、御徒町事務所（台東区）周辺にて、早朝の清掃ボランティア活動を実施しています。
＜海外＞　タイの現地法人が、毎年CSR活動の一環として清掃ボランティア活動に参加しており、2023年度は、

ペチャブリー県シリントーン国際環境海洋保護センターにおいて、魚・貝の放流や海辺の清掃活動等
を行いました。

※詳細はWebサイト  サステナビリティトピックスご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/topics/

次世代育成支援

当社グループは国内外で、プロボノ活動等を通じて、次世代育成支援に携わっています。

＜国内事例＞　・ 大学の業界研究セミナー（金融・リース・サステナビリティ）やキャリアデザイン・セミナーへ社員　
　　　　　　　　を講師として派遣
　　　　　　　 ・ 中学生の職場体験プログラムの実施
＜海外事例＞　・ インドネシアにおける金融リテラシー・レクチャーの開催（小学校・高校・大学）等

次世代育成支援の一貫として、公益財団法人伊藤忠記念財団への寄付を通じて、子ども文庫の助成や電子図書
普及事業を行っています。

※次世代育成支援の詳細は、Webサイト サステナビリティ トピックスご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/topics/

労働安全衛生

当社では、労働安全衛生法に基づき衛生委員会を設置し、産業医・産業保健師監修のもと、健康やメンタルヘルス
に関する事項など、毎月テーマを決めて議論を行い、議事録および資料を社内イントラに掲載し、当社役職員が閲
覧できるようにして、労働安全・衛生面の意識の向上を図っています。
また、当社グループの子会社である、EPC Japan㈱では、2024年3月にITADサービ
ス、PCにかかわるキッティングサービスおよび中古機器販売の認証登録範囲において、
労働安全衛生マネジメントシステム(ISO45001)の認証を取得しています。

EPC Japan㈱ の労働安全衛生基本方針
https://www.tokyocentury.co.jp/assets/pdf/company/epcjapan_occupational_health_and_safety.pdf
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人材関連データ

KPI項目   目標（目標年度） 小分類 2021年度 2022年度 2023年度

新規採用者数に占める女性比率
（各年度の3月31日時点であり、嘱託社員・派遣社員
は含めていない）

ー

女性 11人 26人 30人

男女合計 43人 88人 85人

割合 25.6% 29.5% 35.3%

　うち、新卒採用に占める女性比率 40%を維持
（2027年度）

女性 9人 16人 25人

男女合計 17人 38人 47人

割合 52.9% 42.1% 53.2%

　うち、中途採用に占める女性比率 ー

女性 2人 10人 5人

男女合計 26人 50人 38人

割合 7.7% 20.0% 13.2%

採用した労働者に占める女性の割合
（中途採用者を含む） ー

総合職 23.8% 29.5% 25.7%

業務職 100.0% − 100.0%

嘱託社員 100.0% 0.0% 41.7%

合計 28.9% 29.2% 35.3%

男女の平均勤続勤務年数の差異
（各年度の3月31日時点） ー

女性

総合職 11.2年 9.8年 9.3年

業務職 19.6年 20.6年 21.2年

合計 17.1年 16.7年 16.9年

男性

総合職 17.3年 16.9年 17.3年

業務職 − − −

合計 17.3年 16.9年 17.3年

管理職に占める女性の割合
（各年度の3月31日時点）

30%以上
（2030年度）

女性 45人 57人 63人

男女合計 466人 482人 525人

割合 9.7% 11.8% 12.0%

役員に占める女性の割合
（各年度の3月31日時点）
（役員（非常勤含む）＝取締役、監査役、執行役員）

ー

女性 2人 2人 2人

男女合計 42人 38人 36人

割合 4.8% 5.3% 5.6%

係長級にある者に占める女性の割合
（各年度の3月31日時点） ー

女性 115人 119人 133人

男女合計 239人 240人 257人

割合 48.1% 49.6% 51.8%

一カ月当たりの平均残業時間
（法定時間外労働） ー

総合職 16.5時間 17.2時間 16.8時間

業務職 2.6時間 2.5時間 2.6時間

合計 11.2時間 11.8時間 11.6時間

採用における男女別競争倍率
（中途採用者を含む） ー

女性

総合職 72.1倍 21.8倍 26.9倍

業務職 1.0倍 − 17.6倍

嘱託社員 2.5倍 − 1.2倍

合計 55.9倍 21.8倍 20.7倍

男性

総合職 41.8倍 18.6倍 20.1倍

業務職 − − −

嘱託社員 − 17.0倍 1.0倍

合計 42.3倍 18.6倍 17.3倍

T C
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KPI項目   目標（目標年度） 小分類 2021年度 2022年度 2023年度

採用における競争倍率の男女比
（中途採用者を含む） ー

総合職 1.7 1.2 1.3

業務職 − − −

嘱託社員 − − 1.2

合計 1.3 1.2 1.2

労働者に占める女性の割合
（各年度の3月31日時点）
（連結ベースでの女性の割合［嘱託社員･派遣社員を
除く］は2024年3月31日時点で35.4%）

ー

総合職 12.0% 14.6% 14.7%

業務職 100.0% 100.0% 100.0%

嘱託社員 29.4% 31.3% 34.2%

派遣社員 86.8% 90.5% 92.7%

合計 30.7% 32.0% 32.7%

離職率 ー

女性 0.9% 0.9% 1.0%

男性 4.5% 3.6% 4.0%

合計 5.3% 4.4% 5.0%

介護離職者数
介護離職者
ゼロを維持

（2027年度）
ー ０人 ０人 0人

障がい者の雇用比率
（各年度の6月1日時点）

法定雇用率
（2.7％）以上の

雇用を維持
（2027年度）

ー 3.22% 2.86% 3.40%

定期健康診断受診率 100%
（2027年度） ー 100.0% 100.0% 100.0%

ストレスチェック受検率 100%
（2027年度） ー 98.6% 100.0% 100.0%

特定保健指導実施率 80%以上
(2027年度)

40歳以上の役職員で
特定保健指導の対象者 81.7% 80.4% 集計中

男女別の採用10年後の継続雇用割合
（2021年度 ： 2010～2012年度新卒採用者）
（2022年度 ： 2011～2013年度新卒採用者）
（2023年度 ： 2012～2014年度新卒採用者）

ー

女性

総合職 37.5% 60.0% 66.7%

業務職 50.0% 66.7% −

合計 42.9％ 61.5% 66.7%

男性

総合職 58.3% 65.4% 56.0%

業務職 − − −

合計 58.3% 65.4% 56.0%

男女別の育児休業取得率
(育児休業等と育児目的休暇の取得者の割合)

男性の
育児休業
取得率

100％を維持

（2027年度）

女性

総合職 100.0% 100.0% 100.0%

業務職 100.0% 100.0% 100.0%

合計 100.0％ 100.0% 100.0%

男性

総合職 100.0% 100.0% 100.0%

業務職 − − −

合計 100.0% 100.0% 100.0%

年次有給休暇の取得率（消化率）
（括弧内は平均取得日数）

70％以上を
維持

（2027年度）

総合職 73.6% 75.4% 79.6%

業務職 80.3% 88.1% 85.4%

嘱託社員 92.4% 103.0% 85.6%

合計 75.6％（14.5日） 78.8％（14.8日） 81.1%（15.2日）

T C
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KPI項目   目標（目標年度） 小分類 2021年度 2022年度 2023年度

労働者の男女の賃金差異※1 ー 全労働者 ー 58.7% 58.1%

男女別の職種
または雇用形態の転換実績 ー

職種
転換

総合職
（全国勤務）⇒

総合職
（首都圏限定）

ー ー ー

総合職
（首都圏限定）⇒

総合職
（全国勤務）

ー 1人（女性） ー

総合職
（全国勤務）⇒

業務職

ー ー ー

総合職
（首都圏限定）⇒

業務職

ー ー ー

雇用
形態
転換

派遣社員⇒

業務職
1人（女性） ー ー

合計 1人 1人 ー

男女別の再雇用
または中途採用の実績 ー

女性 4人 10人 10人

男性 24人 41人 40人

合計 28人 51人 50人

研修費※2 ー

全労働者

51.0百万円 70.9百万円 113.2百万円

社員一人当たり研修費※2 ー 55千円 74千円 109千円

社員一人当たり研修時間 ー 22.5時間 46.5時間 49.1時間

ダイバーシティ研修の実績 ー eラーニング実施回数 3回 5回 1回

キャリアチャレンジ制度（社内公募制度） ー 異動人数 13人 18人 19人

エンゲージメント指数※3

従業員エンゲージ
メント調査に
おける肯定的

回答の維持·向上
（2027年度）

全労働者
（派遣、他社からの

出向者除く）
※３ ー 53.2※3

※1.  男女の賃金の差異に関する補足説明
　　　・ 当社は男女による賃金体系および制度上の違いはありません。
　　　・ 当社はコースおよび資格により異なる賃金水準を設定しておりますが、男女ではコースおよび資格の人員分布に差があり、それに伴う男女の賃金差異が生じております。
※2 .  研修費および社員一人当たり研修費には会場費·交通費も含まれます。
※3 .  エンゲージメント指数は、2023年度より㈱リンクアンドモチベーションが提供する「モチベーションクラウド」での測定に変更しました。
　　　「モチベーションクラウド」におけるエンゲージメント指数は全国平均を50とした偏差値となります。
　　　2021年度においては他社調査にて計測を行い、63％の肯定的回答率でした。

T C
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IR基本方針

方針

当社は、「経営理念」「企業行動規範」および東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード」の趣旨・精
神を尊重し、法令や規則に基づく適正な情報開示を行うとともに、様々なステークホルダーとの間で公正
かつ良好な関係を構築しつつ、株主および投資家等との対話を促進し、長期的な視点での企業価値の向
上に資することを目的としてIR基本方針を定めています。

IR基本方針には、上記の目的のほかに、対象となる情報開示、情報開示体制、情報開示および株主・投資
家等との対話に際しての基本原則、情報開示の方法、株主および投資家等との対話、インサイダー情報
の取り扱いなどを記載しています。

※詳細は以下のWebサイトご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/ir/ir-policy/

＜東京センチュリーグループ 環境・社会に配慮した投融資方針＞
東京センチュリーグループは、「環境に配慮した循環型経済社会の実現に貢献する」という経営理念の実
現と、社会課題の解決を通じたグループの持続的な企業価値向上を目指すため、当社グループの「環境
基本方針」および「人権基本方針」に基づき、環境・社会へ負の影響の大きい事業に対する投融資等を制
限することを明記した「環境・社会に配慮した投融資方針」を制定しました。
当方針は、当社グループの事業活動により生じる環境・社会への負の影響をリスクと捉え、真摯に対応す
べき経営上の重要課題と認識し、様々なステークホルダーの考え方を踏まえた上で、取締役会で決議し、
制定されました。

※詳細は以下のWebサイトご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/environment/environmental-and-social-management-policy.html

IR

株主·投資家·顧客向け活動

環境・社会に配慮した投融資

株主還元

コミュニケーション

原則として、年2回（中間・期末）の配当を実施しています。
当社の配当方針として、長期的かつ安定的に利益還元を行うことを基本とし、持続的な利益成長を果た
したうえで、配当性向の向上を図っていきます。

1株当たり年間配当金の推移

事業年度 2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期※

年間配当金 114円 124円 136円 138円 143円 143円 52円

配当性向 23.5% 25.1% 25.9% 34.2% 34.7% 367.1% 35.3%

※2024年1月1日を効力発生日とし、普通株式1株につき4株の割合での株式分割を実施しました。

当社は、株主·投資家の皆さまとの対話を積極的に実施し、さまざまなご意見·ご要望を経営陣および従業員
へフィードバックするサイクルを軸としたIR活動を推進しています。こうしたIR活動において得られたご意見
をもとに、情報開示の拡充や経営課題の改善を実現し、株主・投資家の皆さまとの信頼関係の構築、資本市
場からの適切な評価の浸透を図り、中長期的な企業価値向上につなげています。



顧客責任

＜顧客責任＞
1. 方針・基本的な考え方

世界のさまざまな地域において、金融・サービス事業を中心とした企業活動を行っている東京センチュ
リーグループでは、「事業活動を通じて社会的・倫理的課題の解決に取り組んでいくことが、持続可能性

（サステナビリティ）を保ち、さらなる成長に繋がる」と考えております。
「お客さまとの連携や、グループの総力の結集をもって、あらゆる可能性を追求しながら、グローバルに
最良の商品・サービスを提供し、お客さまの事業発展に貢献します。」と定めている当社グループの「経
営方針」に加え、「企業行動規範」、「私たちの行動指針」、「勧誘方針」にもとづき、お客さまにとって最適
かつ、満足していただける商品・サービスを提供するため、管理体制のさらなる整備や教育訓練プログ
ラムの実施により、顧客である「お客さま」に対する責任を果たしていきます。
当社グループは、リース事業という特性上、法人向け取引が中心です。なお、個人向けオートリース、個
人向けレンタカーなどの消費者に直接アクセスする商品・サービスにおいては、安全に関する法律や規
制、品質基準を順守し、安全性や品質向上の取り組みを推進しています。万が一、当社グループの提供
した商品・サービスに品質上の問題が生じた場合には、迅速に対応し、原因究明・再発防止に努めます。
当社グループは、サステビリティ経営を標榜しており、グループの「経営理念」・「経営方針」にもとづき
顧客責任を果たしてまいります。
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私たちの行動指針
（お客さまの信頼）

当社は「私たちの行動指針」において、お客さまの信頼について、以下のとおり定めています。

＜私たちの行動指針＞
・ お客さまの信頼と評価を得るため創造を続けます

私たちは、お客さまの課題解決のため、高度な専門知識と先見性を持ってニーズに即した最適な商品・
サービスを提供し、お客さまからの信頼と評価を得られるよう努力します。

・ 個人情報・お客さま情報の管理を徹底します
私たちは、業務上知り得た個人情報およびお客さまの情報について、社外への漏えいや目的外の利用
を防止するため、管理を徹底します。

顧客

金融商品の
勧誘方針

＜金融商品の勧誘方針＞
１．法令の遵守

社会規範および金融商品の販売等に関する法律、消費者契約法等の法令を遵守し、 お客さまにご満
足いただける適正な業務を行います。

２．適切な勧誘
お客さまの知識、経験、購入（投資）目的、および財産状況等に応じた適切な金融商品をお勧めいたします。ま
た、商品のご説明に際しては、お客さまにとってご無理のない場所、時間帯、方法によることを心掛けます。

3. 重要事項の説明
お客さまご自身の判断でお取引いただくため、商品内容やリスク内容など重要な事項を十分にご理解
いただけるよう、説明に努めます。

4．プライバシーの保護
お客さまに関する情報については、適正かつ厳正に管理いたします。

5．教育・研修
当社の社員は、お客さまの信頼と期待を裏切らないよう、知識技能の修得、研鑽に努めます。

以上の方針は、「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に基づく、 当社の勧誘方針
です。



顧客責任

2. 的確かつ高品質な商品・サービス提供
当社グループは、取り扱う商品・サービスに関する法令を順守し、お客さまの事業の発展を実現するた
めに的確かつ高品質な商品・サービスを提供いたします。

「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に定められた「金融商品」の提供に関して
は、「金融商品の勧誘方針」を定めており、本勧誘方針に従って活動します。
上記、「金融商品」以外の、商品・サービスの提供については、お客さまに対し、的確かつ高品質な商品・
サービスを提供する旨を定めた「企業行動規範」に従って活動します。
金融商品の勧誘・契約の締結等の活動、顧客管理、商品・サービスの安全・安定な提供等が適正に行わ
れるよう、役職員に対して責任ある事業活動・コンプライアンスに関する教育訓練プログラムとしてe
ラーニング等を実施し、お客さまからの信頼と評価を得られるよう努力します。

「金融商品」の販売事例として、第二種金融商品取引業者である当社は、日本型オペレーティング・リー
ス事業において、お客さまに投資家としての出資のご案内をしています。

3. 責任ある広告・マーケティング
個人オートリース、個人向けレンタカーなど、消費者に直接、商品・サービスを提供するビジネスについ
ては、広告表現が消費者に与える影響を十分認識しております。安心・安全を最優先し、社会的な責任
を十分考慮した責任ある広告・マーケティングの取り組みを行っています。消費者の立場を重視し、常
に事実にもとづく表現を基本とし、商品・サービスの特性や品質などを誤認させるような表現は用いま
せん。また、ステークホルダーとの双方向の対話を通じて、社会からの期待や要請を受け止め、適切に
事業活動に反映していきます。

4. 金融商品の勧誘・販売に係る管理体制
（1） 内部管理体制
内部管理部門は、金融商品取引法その他関連法令等および社内規則などに則った適切な金融商品取
引業務の運営を確保するために、日常の金融商品取引業務運営全般に関し、モニタリング・検証・指導
を行い、必要に応じて改善策の策定などを実施します。
金融商品取引業務に係る営業活動が法令等に準拠し適正に遂行されているかどうか常時監査する
等、適切な業務運営を確保するための内部管理を行う「内部管理責任者」は、重大な問題などを確認し
たときは、経営陣および内部管理部門の統括的な責任と権限を有する「内部管理統括責任者」に対し
て、適切に報告を行います。

（2）営業管理体制
金融商品の勧誘・契約の締結等の活動、顧客管理が適正に行われるよう指導・監督する「営業責任者」
は、営業社員を指揮監督し、金融商品取引業務に係る営業を統括すると共に、必要に応じて、金融商品
取引業務に関する事項について経営会議に報告等を行います。
営業社員は、金融商品取引業務に係る広告等および景品類の提供を行う場合、関連規程等を順守す
るほか、「内部管理統括責任者」から任命を受けた「広告審査担当者」の審査を受け、事前に承認を受け
ます。

（3）苦情への対応
顧客から取引についての苦情等の申立てがあった際には、役職員は苦情処理対応手続に従って対応
し、紛争解決機関を利用する場合は、紛争解決機関が定める規程を順守し、苦情処理、あっせんの手続
にしたがって紛争の解決に努めます。

ご意見・苦情等についてはこちらから
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/contact/comment/

苦情等の申立人が当該苦情等に関して第三者機関への案内を希望したときは、役職員は紛争解決機
関を紹介するとともに、その標準的な手続の概要等の情報を提供するなどの方法により、当該苦情等
の最終的な解決が図られるよう努めます。

5. 目標およびKPI
お客さまの事業の発展を実現するため、的確かつ高品質な商品・サービスを提供し、お客さまと強固な
信頼関係を構築します。的確かつ高品質な商品・サービスを持続的に提供するための従業員研修プロ
グラムを実施します。
※研修プログラム受講状況等の詳細は、Webサイトご参照
　 https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/social/responsibilities.html#anc_kpi
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顧客
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ガバナンス /  Governance

経営体制

考え方

当社は、企業価値の最大化にはコーポレート・ガバナンスを有効に機能することが重要な経営課題であると認識し
ています。このため、経営環境の変化に対する迅速かつ的確な判断が可能な健全で透明性の高いマネジメント体
制の実現に取り組んでいます。また、内部統制とリスクマネジメントシステムを適切に運用し、有効に機能させるこ
とにより、企業経営の健全性・透明性の向上を図っています。

内部統制システムを
含むコーポレート・
ガバナンス体制

コーポレート・
ガバナンスに関する
報告書

コーポレート・ガバナンスに関する報告書（2024年7月12日付）
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/system.html#anc_report

取締役会

当社および当社グループ会社の経営方針、経営戦略、事業計画、その他経営に関する重要事項および法令・定款・
取締役会規則で定められた事項につき審議、意思決定を行うとともに、取締役および執行役員の職務の執行を監
督しています。

議長

代表取締役社長
馬場 高一

構成員（第55回定時株主総会後）

取締役13名
うち、社外取締役6名

2023年度開催回数

13回

コーポレート・ガバナンス

当社の経営体制は、取締役会、監査役会を中心に構成されています。また、経営戦略決定の迅速化と監督体制・業務
執行体制のさらなる強化を目的として執行役員制度を導入しています。
なお、取締役13名のうち、女性取締役の選任は2名、執行役員23名のうち、女性執行役員の登用は1名です。

（2024年6月24日現在）

内部統制システムを含むコーポレート・ガバナンス体制（2024年6月24日現在）
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経営会議

業務執行に関する特に重要な事項を審議し、当社グループ全体の意思決定を行っています。

監査役会

定期的に開催され監査の独立性を確保のうえ、取締役および執行役員の職務執行をはじめ企業活動の適法・妥
当性について公正な監督機能の徹底に努めています。

案件審査会議

当社および当社グループ会社における大口の営業取引および複雑なリスク判断が要求される営業取引について
審議を行い、当該取引に対する当社の意思決定を行っています。

各種委員会

議長

常勤監査役
天本 勝也

構成員（第55回定時株主総会後）

監査役4名
うち、社外監査役2名

2023年度開催回数

8回

議長

代表取締役社長
馬場 高一

構成員

計7名

2023年度開催回数

原則週1回

議長

執行役員
坪井 聖司

構成員

計9名

2023年度開催回数

原則週1回

名称

指名委員会

目的

取締役会の諮問機関として、独立取締役を主要な構成員とし、取締役・監査役候補等の指名等
に関する事項について協議を行い、取締役会に答申

2023年度
開催回数

4回

報酬委員会 取締役会の諮問機関として、独立取締役を主要な構成員とし、取締役等の報酬制度の設定、
方針等に関する事項について協議を行い、取締役会に答申

5回

内部統制委員会 内部統制を有効に機能させるため、財務報告内部統制の有効性評価や評価範囲など内部統制
全般について審議を行い、経営会議に答申

4回

総合リスク管理委員会 リスク管理体制の構築から各種リスクの計量手法などについて審議を行うとともに、当社のリスク
状況について定期的に計測し、経営会議に答申

4回

信用リスク管理委員会 当社グループ全体のクレジットポートフォリオや信用リスクの管理に関する事項について審議
を行い、経営会議に答申

2回

ALM委員会 資産・負債が金利や為替などの変動により被るリスクを把握し、極小化するために、市場リスク、
流動性リスク等の管理に関する事項について審議を行い、経営会議に答申

4回

IT・事務戦略委員会 当社および当社グループのIT戦略、IT投資計画、事務体制の企画等に関する事項について
審議を行い、経営会議に答申

5回

サステナビリティ委員会 当社グループの持続可能な企業活動（サステナビリティ）の企画・推進・総括をし、サステナビリ
ティの重要事項について審議を行い、経営会議に答申。重要なものは取締役会へ報告

3回

投資マネジメント委員会 適切な投資リスクマネジメントを行うため、投資に係る管理態勢の構築・運営および大口の投資
案件の評価に関する事項について審議を行い、経営会議に答申

8回



取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を、独立社外取締役を主要な構成員とする報酬委員会
に諮問し、外部専門家の助言も受けた上で、取締役会で決議する形で決定しております。報酬の方針・制度・水準
等については、報酬委員会に原案を諮問し、その答申を尊重して、取締役会が決定いたします。
当社は、2024年６月24日開催の第55回定時株主総会において、役員報酬制度を改定し、新たな業績連動型株
式報酬制度を導入することを決議いたしました。新制度は取締役等の報酬と当社の業績及び株式価値との連動
性をより明確にし、取締役等が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有する
ことで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とするもので、2024年度
の業績に基づく業績連動報酬から新制度へ移行しました。また、当社の報酬委員会から、本制度の目的、中長期的
な業績向上に向けたインセンティブ付与の効果等を踏まえ、本制度の導入は相当であるとの答申を得ております。
役員報酬制度の改定および新たな業績連動型株式報酬制度導入にともない、取締役の個人別の報酬等の内容に
係る決定方針を次ページのとおり変更いたしました。
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取締役の
スキルマトリックス

役員報酬

取締役のスキルマトリックス（2024年6月24日現在）

※詳細は統合レポート2024の85ページをご参照
　https://www.tokyocentury.co.jp/jp/ir/library/pdf/2024_jp_integrated-report.pdf#page=44
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役員報酬

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（概要）※１

※1.  上記表の詳細な説明は、第55期 有価証券報告書63ページをご参照
　　  https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/yuho_pdf/S100TQ8K/00.pdf#page=63
※2.  社外取締役は基本報酬のみ
※3.  「中期経営計画2027」を反映した業績連動報酬の評価指標

（1） 金銭報酬（役員賞与）
　  【評価指標】（財務）親会社株主に帰属する当期純利益（指標選定の理由：成長に向けた投資や株主還元の原資となる指標）

（2） 非金銭報酬（株式報酬）
　  【評価指標】（財務）連結ROA・連結ROE（指標選定の理由：資産収益性及び資本効率を評価する指標）
　  【評価指標】（非財務）TCX（TC Transformation）の取り組み＜ESGの推進・価値創造プロセス＞
　  　　　　　（指標選定の理由：価値を創造し続ける企業グループに向けた変革等を評価する指標）
　  【評価指標】（市場評価）当社株式成長率（指標選定の理由：中長期的な企業価値向上を株主と共有する指標）

※4.  非金銭報酬の株式報酬は、取締役退任後当社が定める所定の時期までの間、譲渡等による処分を制限し、
　　  一定の非違行為等があった場合、減額が可能な仕組みとします。

※3

※2

※4

なお、取締役の個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容につい
て委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の業績連動報酬の額と
します。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、独立社外取締役を主要な構
成員とする報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該答
申や外部専門家からの助言、第三者による報酬水準の調査データ等も参考にしつつ、決定します。
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取締役会の議題、
実効性評価・
課題および役員の
トレーニング

＜2023年度の取締役会における主な議題＞
当社取締役会における2023年度の主な議題は統合レポート2024の82ページをご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/ir/library/pdf/2024_jp_integrated-report.pdf#page=43

取締役会の実効性評価と課題
取締役会の諮問機関として、独立社外取締役・監査役を主要な構成員とする取締役会評価会議を設置し、取締役
会の実効性について各取締役の自己評価なども参考にしつつ、原則として年1回取締役会評価会議を開催し、取
締役会の監督機能の発揮、議論の状況、体制や運営方法等の分析・評価を行っています。

取締役・監査役のトレーニング
新任者をはじめとする取締役・監査役は、企業統治を担う機関の一員として期待される役割・責務を適切に果たす
ため、その役割・責務に係る理解を深めるとともに、必要な知識の習得や適切な更新などの研鑽に努めることが必
要です。社外取締役・社外監査役を含む取締役・監査役に対し、就任の際、会社の事業・財務・組織などに関する必
要な知識や、求められる役割と責務（法的責任を含む）の理解促進を図るための説明を行っています。就任後にお
いても、これらの情報を継続的に更新する機会として役員研修会、情報連絡会などを実施しています。
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監査体制

＜客観性を担保した、独立した監査体制＞
当社は、社長直轄の監査部門を独立した組織として設置し、当社およびグループ会社に対し内部監査を実施して
います。内部監査では、会社の制度・組織・諸規程が適切に整備されているか、すべての業務が法令、社内諸規程
等に適合して行われているか、業務プロセスおよびリスクマネジメントが適切かつ合理的に機能しているかなどを
検証し、改善提案・助言を行っています。当社グループの事業が拡大する中で、リスクプロファイルも多様化・複雑
化しており、リスクベースのアプローチで有効な内部監査の実施を指向しています。また、出資・買収等による新た
な連結子会社に対しては適時・適切に監査を実施しています。こうした監査活動により、当社およびグループ会社
のリスクマネジメントの高度化、企業価値向上を図っています。内部監査の年度計画は社長（経営会議）の承認を
経て取締役会に報告しており、実施結果は社長（経営会議）および取締役会に報告しています。

＜グループ会社の監査体制＞
国内主要グループ会社および海外主要グループ
会社であるACG、CSIについては、独自の監査部
門が整備され、各社の監査部門が監査を実施して
います。監査計画・監査結果は当社監査部門に報
告され、必要に応じて指導・支援を行っています。
監査機能を有していない子会社については、当社
監査部門による直接監査を実施しています。

<監査の基本方針>
当社の成長に向けたチャレンジを支える第3 
ライン～「頼りになる監査部門」を目指して～
①「隠れたリスク」「見えないリスク」をあぶり出し、業務改善・不正防止に貢献する。
②変化に対する感度とフォワードルッキングの視点を持って、有効な改善提案・助言を行う。
③当社グループ全体の監査体制強化に向けて、グループ会社の支援および連携を推進する。
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リスクマネジメント

方針

当社グループのリスクマネジメントに関しては、「リスク管理の基本方針」を定め、当該基本方針に則り、当社が総
合リスク管理を行うにあたっての管理規程として「総合リスク管理規程」をはじめとする各種のリスク管理に対応
する個別規定を制定し、マネジメントを実施しています。
具体的なリスクマネジメント手法としては、連結ベースでのERM（Enterprise Risk Management）とMIS

（Management Information System）による可視的なリスクマネジメントの強化、非財務リスクの管理、およ
び国内外での包括的なグループガバナンスの高度化を図っています。

マネジメント

＜連結べースでの総合リスクマネジメント（ERM）＞
当社グループのERMは、連結定量的リスク管理による「資本利用率のガイドライン運営」を核に展開しています。資
本利用率は、金融機関格付においても重要な判断基準の一つである「リスク耐久力」の評価に使用されています。
したがって当社も、一定の資本吸収バッファー内にリスク量を収めるよう、資本利用率のガイドライン運営を行っ
てきました。事業領域が拡大している状況では、投資家を中心に資本量とリスク量の関係性に注目が集まることか
らも、資本利用率は、当社の成長持続性やさらなる投資余力の有無を客観的に判断する基準として重要な指標と
なっています。　
資本利用率の水準については、当社が金融機関のような規制業種ではないことから、あくまでもガイドラインとして
運営しています。事業運営においては、M&Aなど、その時々の「商機」を逃さないことも重要なリスクマネジメント上
の判断となります。会社の健全性を静的に捉えるのではなく、3年程度の中期におけるリスク量の増加水準と利益成
長によるオーガニックな自己資本比率の積み上がり見込みや資本政策の許容度なども考慮することとしています。 

「中期経営計画2027」では、ERMによる経営資源の効率的配分を目指したリスクコントロールフレームワークの構
築を施策として掲げています。2024年度には、リスクプロファイルの上位を占める特定リスクカテゴリー（航空機、
投資、不動産）に対して、リスク量ガイドライン（ソフトリミット）を正式に導入するなど、事業ポートフォリオのリスク分
散を含むポートフォリオ・トランスフォーメーション（PX）を進めています。　　　　
当社グループでは、リスクマネジメントのミッションを、取るべきリスクに果敢に挑み、価値創出と成長を支えることと
捉えています。今後も適正ガイドライン水準に資本利用率をコントロールしつつ、事業領域の拡大や環境変化に合わ
せて枠組みのレベルアップを図り、サステナブルな企業価値向上に努めます。

＜経営レベルでの可視的なリスク情報管理（MIS）＞
当社グループは連結ベースのリスク計量および資本利用率のコントロールに加え、MISを行っています。これは、
信用リスク管理委員会と総合リスク管理委員会が中心となり、複数の項目で定期的にリスク情報をモニタリング※

し、経営会議と取締役会に報告するものです。
グローバルでは、投資規模や資産規模が大きい米国の専門リース子会社である、Aviation Capital Group

（ACG）とCSI Leasing（CSI）に特に配慮しています。ACGは「リスクアペタイトフレームワーク」を導入し、「許容
するリスク（例：航空機アセットリスク）」と「回避（軽減・移転）すべきリスク（例：金利・流動性・為替リスクなど）」を明
確化するなど、独自の管理手法を取り入れレジリエント企業の典型として効果を上げています。さらにACGでは、
カントリーやエアラインごとの集中リスク分散と、案件特性に応じた適正リスク・リターンの確保を骨子とする「新
たなリスクフレームワーク」を構築し、個別案件ベースで運用をしています。

※ 当社の各会議体におけるモニタリング状況については、「主なリスクと管理態勢」（62ページ）をご参照
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＜非財務リスク（非定量）＞
事業領域の拡大、特に金融から事業・サービスへの展開とともに、リスクの定量評価にはなじまない非財務のオ
ペレーショナルリスクが重要となっており、非財務情報のリスク指標（KRI）を定めてモニタリングし、取締役会等
に報告しています。具体的な指標の種類としては、人事、情報セキュリティ、事件・事故、コンプライアンス、気候変
動、法務・腐敗防止等がありますが、近年は「人権」、「気候変動リスク」の把握・管理が重要となっており、人事・労
務のスコープ拡大（単体から連結へ）、再生可能エネルギー、CO₂排出量、省燃費機材（航空機）・電動車の保有
比率等の環境関連指標の拡大に努めています。ステークホルダーの非財務リスクに対する関心は高まっており、
今後も「人権」「気候変動リスク」のほか、サステナビリティの観点からESG／SDGｓに関する有効な指標の拡充
を図っていきます。

＜環境・気候変動リスク＞
当社グループは、気候変動への対応を重要な課題として認識しており、「気候関連財務情報開示タスクフォース
(TCFD)」の提言に賛同し、TCFD提言に準拠したシナリオ分析の実施と情報開示を開始するなど、気候変動への
対応を進めています。

リスク重要度評価によるシナリオ分析の実施
当社グループは、五つの事業分野を有していることから、シナリオ分析の対象事業を選定するに当たっては、イン
ダストリー別の気候変動リスクによる環境影響評価とGHG排出量・資産残高等の当社事業分野間での相対比較
により、リスク重要度評価を実施しています。これまで、環境・エネルギー事業（太陽光発電事業）、航空機事業（航
空機リース事業）、およびオートモビリティ事業（法人・個人向けオートリース事業）を対象にシナリオ分析を行いま
した。今後もリスク重要度評価に応じて、シナリオ分析対象事業の拡大と分析精度の向上を通じて、リスクの対応
策と機会の獲得について検討を深めていきます。

※ シナリオ分析の対象事業の詳細は、「気候変動戦略　気候変動リスクと機会」（32ページ）をご参照
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主なリスクと
管理態勢

リスクヒートマップ

主なリスクと管理態勢

「リスク管理の基本方針」および「総合
リスク管理規程」に定めるリスクカテゴ
リーについて、当社グループの業務内
容の年次経年変化を評価し、影響度と
発生頻度とのマトリックスによってマッ
ピングしたものです。リスク監査におけ
るリスクシナリオの動向や、各リスク項
目のリスク量、取り組み案件や事件・事
故などさまざまな要素を総合的に勘案
して毎年見直しています。2023年度よ
り取締役会などに報告を開始するなど、
関係者とリスク認識の共有・見える化を
進めています。
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投資マネジメント
フレームワーク

当社では、投資資産ポートフォリオの最適化に資する投資ガバナンスの確立を目的として、投資採択および撤退に
係る基準の明確化、統一的モニタリングプロセスの構築等を主眼とした投資管理の枠組みを運用しています。
この枠組みにおいては、案件の採択検討時に、将来キャッシュフローをリスクに対応した資本コストで割り引いた
現在価値が投資額を上回っているか、事業領域が事業ポートフォリオ戦略と整合しているか、撤退を判断すべき 
トリガーが適切に設定されているかを確認した後、投資マネジメント委員会を開催し、リスク量や法務リスク、 
税務対応などについて専門部による多角的な評価を実施します。案件採択の可否は、委員会の評価などを参考と
して、経営会議の審議により総合的に判断します。
投資実行後は統一されたプロセスに基づく年次モニタリングを行い、対象となる全案件について資本コスト控除
後利益率を一覧にまとめるとともに、共通撤退基準・個別撤退項目（撤退基準）への抵触の有無を確認します。投
資マネジメント委員会は、これらの評価結果を年次モニタリング結果報告として取りまとめ、経営会議および取締
役会に提出します。
年次モニタリングにおいて撤退基準に抵触したと判断された案件については、投資マネジメント委員会が経営会
議に対し撤退勧奨を行います。営業部店が撤退基準抵触後も案件を継続して保有しようとする場合、投資マネジ
メント委員会において継続の妥当性について評価を実施し、最終的な継続の可否は、委員会での評価等を参考と
して、経営会議の審議により総合的に判断します。

事業分野別
ROICモニタリング

事業やリスク特性を反映した事業分野別のリスク・リターン指標（資本コストベース）として、ROICスプレッド（投
下資本利益率（ROIC）–加重平均資本コスト（WACC））の定期的なモニタリングを行っています。各事業分野の
リスクと収益のバランスが妥当であるか、取るべきリスクに果敢に挑み、価値創出と成長ができているか、時系列
でのモニタリングを行い、資本コストを意識した経営と健全な財務規律の維持に努めていきます。「中期経営計画
2027」では、資本コストを意識したリスク・リターンの経営管理の推進を施策として掲げており、事業分野別ROIC
スプレッド管理の見直しや業績評価・ポートフォリオ配分への落とし込みなど高度化に取り組んでいます。
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コンプライアンス

コンプライアンス

マネジメント

コンプライアンス
体制

当社グループは、企業が存続していくためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識のもと、す
べての役職員が公正で高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制の確立に努めています。
具体的には、当社社長を当社グループのコンプライアンス最高責任者とし、社長の任命したチーフ・コンプライア
ンス・オフィサー(CCO)の監督下において、コンプライアンス室がコンプライアンス・プログラムに則して、人権問
題や贈賄等の腐敗防止を含むグループ全体のコンプライアンスの施策推進、教育、総括に関する役割を担う体制
を敷いています。当社組織の各部店長はコンプライアンス・オフィサー(CO)を務め、自部店におけるコンプライア
ンス推進の責任を負い、コンプライアンス室と連携し、コンプライアンス事案に関する対応、研修等を実施します。
当社連結グループ会社については、各社の社長またはこれに準じる役員をコンプライアンス責任者とし、CCOの
指示、指導・助言により自社のコンプライアンス体制の構築・維持・管理を統括します。
連結対象外のグループ会社に対しても、コンプライアンス室より適宜コンプライアンス体制の管理や推進に関す
る指導・助言等を行っています。
当社グループのコンプライアンス体制・運用状況および違反の特定状況は、半年ごとに経営会議および取締役会
に報告し、有効性を含めてレビューを受け、その結果をもとにコンプライアンス推進策を策定し、実行するものとし
ています。
また、役職員にコンプライアンスの順守を徹底させるため、年に一度、コンプライアンス誓約書の提出を義務付け
ています。
2023年度において、人権の侵害事案を含め公表すべき重大なコンプライアンス違反は発生しておりません。

コンプライアンス
ハンドブック

当社グループは、コンプライアンスの基本事項を示した「コンプライア
ンスハンドブック」を作成し、社内ポータルサイトに常時掲出していま
す。テーマとして経営理念、企業行動規範、コンプライアンス関連の
社内規則や人権尊重、ハラスメント禁止、インサイダー取引防止、腐
敗防止などを解説し、全ての役職員がいつでも確認、振り返りするこ
とで、コンプライアンスへの理解を深め、認識の共有を図っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、海外現地法人向けの英文版「コンプライアンスハンドブック」も作
成し、海外においてもコンプライアンスマインドの向上に努めています。
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コンプライアンス
教育

当社グループは、リスクの早期発見と解決、組織の自浄作用向上、コンプライアンス経営の強化を目的に、コンプ
ライアンス違反行為などを知った役職員が上席者を介することなく、直接連絡できる内部通報制度(社内名称「相
談・通報制度」)を運用しています。

1. 内部通報制度の概要
内部通報制度の利用対象者は、当社の国内外グループ会社で働く全ての役職員(取締役、執行役員、社員、嘱託、
派遣社員、出向者、パートタイマー、アルバイト等)およびその退職後1年以内の退職者等です。
通報窓口として、社内にはコンプライアンス室、社外には当分野に精通した顧問弁護士事務所を設け、加えて独立性を確
保するための常勤監査役の3ルートを用意し、通報者が事案の内容を問わずいずれかを選んで利用することができます。
通報窓口の連絡先は、社内イントラネット、「コンプライアンスハンドブック」に掲載し、メール、電話、口頭、書面な
ど、どのような方法でも受け付け、匿名での利用も可能とし、言語は、日本語と英語に対応しています。

通報対象の事案は、公正な競争を妨げる独占禁止法違反や贈賄等の腐敗行為、投資者等の利益を損なう金融商品取
引法違反、ハラスメント行為、人権侵害をはじめ、業務に関するあらゆる法令への違反、企業倫理や社内ルールに反す
る不適切な行為など幅広く扱っています。 さらに、コンプライアンス違反、コンプライアンス違反懸念を認識した場合
のみならず、業務遂行上でコンプライアンスに関し疑問を抱いたときにも、相談することができる制度としています。

通報者の保護は厳格に行い、会社による通報者への懲戒処分、報復などの不利益な取扱いを禁止し、通報者の匿名性
の確保と通報に係る秘密保持を徹底しています。また、通報対応の業務に携わる者は、公益通報者保護法に定める公益
通報対応業務従事者に指定し、同法により公益通報者を特定・認識させる事項の永続的な守秘義務が課されています。

2.内部通報事案への対応
通報を受け付けた事案は、通報者の意向も尊重しつつチーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）と対応方針を協議し、
調査の必要性を判断したものについては速やかに事実関係の調査を行います。なお、通報者に対しては調査を行う旨、ま
たは行わない旨とその理由は、匿名による通報を除き、速やか(遅くとも20日以内)に通知することと定めています。
その際、調査関係者および調査対象者には守秘義務を課し、調査対象者に対しては、通報者本人と同様、調査へ
の協力を理由とした不利益な取扱いを禁止しています。

調査の状況は適時CCOに報告し、顧問弁護士の助言も得ながらコンプライアンス違反が明らかになった場合に
は、その是正と損失拡大の防止を図るとともに、再発防止策などの必要な措置を、当該事案が人権等の侵害に係
るものであれば救済措置を講じます。
重大なコンプライアンス違反に関しては、東京センチュリーグループコンプライアンス最高責任者(当社社長)と監
査役にも報告します。

コンプライアンス
研修

内部通報制度

実施回数※1

単位

回

2021年度

9

2022年度

9

2023年度

9

※1 東京センチュリー本社が運営する研修およびeラーニング（部店およびグループ会社が運営するものを除く）
※2 上記eラーニングの延べ受講人数

ｅラーニング受講人数※2 人 4,532 4,751 5,675

当社グループでは、コンプライアンスマインドの徹底を図るため、階層別研修や全役職員（嘱託社員・派遣社員を
含む）を対象としたeラーニングによる研修、コンプライアンス情報を教材としたコンプライアンス・オフィサー（部
店長）による部店内研修などを通じ、計画的かつ継続的にコンプライアンス教育を行っています。このほかにコン
プライアンスに係る活動としてコンプライアンス関連情報の発信、コンプライアンス意識調査に加えグループ横
断的な情報交換会の開催などを行っています。

※ コンプライアンス教育（階層別・内容）の詳細は、Webサイトをご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/compliance.html#anc_compliance-education
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内部通報制度

3. 内部通報窓口の受付状況
内部通報窓口で受け付けた事案種別は、「ルール違反」「ハラスメント」「職場環境等」「その他」に大別され、国内・
国外のグループ会社からの通報を含めた件数が以下のとおり推移し、2023年度は合計10件です。
いずれの種別の事案とも、内容に応じた適正な是正措置を講じています。

※ 詳細はWebサイトご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/compliance.html#anc_whistleblower

内部通報件数（連結ベース）

単位

件数

4. 内部通報制度の見直し・利用促進
内部通報制度の利用実態および個別事案への対応状況は、半年毎に経営会議、取締役会に報告するほか、顧問
弁護士により定期的にチェック、評価を受け、必要に応じ改善策を図っています。
全役職員に対しては、コンプライアンス・アンケート(年１回)を通じた通報窓口の利用意識調査やｅラーニング(年2回)によ
る内部通報制度の目的・意義の啓発、各種研修テーマで制度解説の採り上げなどを行い、利用促進にも努めています。

ルール違反

ハラスメント

職場環境等

その他

2021年度

16

1

6

3

6

2023年度

10

0

8

2

0

2022年度

17

0

8

9

0



マネー・ローンダリング
防止に向けた取り組み

当社は、「企業行動規範」および「私たちの行動指針」に則り、マネー･ローンダリングおよびテロ資金供与ならびに
拡散金融（以下、「マネー･ローンダリング等」）対策の重要性を認識し、当社グループ自身、当社グループの顧客お
よび役職員等が、マネー･ローンダリング等に関与すること、また巻き込まれることの防止に努めます。

このため、当社グループは、国際連合やFATF（Financial Action Task Force on Money Laundering：金融活
動作業部会）等の国際機関の要請、本邦の法令による要請、およびOFAC（Office of Foreign Assets Control：
米国財務省外国資産管理室）規制を含む関係各国の法令による要請等に基づき、マネー・ローンダリング等に関す
る規制違反を防止するとともに、マネー･ローンダリング等対策の強化に継続的に取り組んでまいります。

具体的な内部管理態勢の整備および運営については、「マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策規程」に
定めています。

1. マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与防止態勢の整備
当社は、マネー・ローンダリング等対策を経営上の重要課題と位置付け、実効的な管理態勢を構築し、かつ維持
します。

2. 経営陣の関与
当社の経営陣は、マネー・ローンダリング等防止に主導的に関与し取り組みます。

3. マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与に係るリスクの特定、評価、低減
当社は、リスクベース・アプローチの考え方に則り、当社におけるマネー・ローンダリング等に関するリスクにつ
いて検証してリスクを特定し、特定したリスクを評価し、その結果に基づき適切な措置を講じることでリスクの
低減を図ります。

4. 顧客確認等
当社は、社会の安全確保と健全な経済活動の実現に寄与するため、組織的な犯罪行為を助長するマネー・ロー
ンダリング等の防止、反社会的勢力との関係遮断を目的に、データベース等を活用し、取引開始前のフィル
タリングならびに取引時確認の実施と、契約途上におけるモニタリング等のルールを定め、適時・適切なKYC

（Know Your Customer）の措置を行います。
5. 疑わしい取引の届出

当社は、取引時確認、取引モニタリングおよび営業部門等からの報告等により、疑わしい取引を検知したとき
は、当局に対し速やかに届出ます。

6. 役職員の研修
役職員がマネー・ローンダリング等防止に関する知識・理解を深め、常に適切な対応を取れるよう、継続的に研
修を実施します。

7. 遵守状況の監査
マネー・ローンダリング等防止に対する適切な運営を確保するため、定期的に内部監査を行い、社内態勢の改
善に努めます。
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マネー・ローンダリング防止
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腐敗防止

腐敗防止への
取り組み

東京センチュリーグループは、事業活動のいかなる場合においても、公平で公正かつ透明性のある取引を行うも
のとし、腐敗防止に取り組んでいます。

1. 腐敗行為の防止への取り組み
当社グループは、マネー・ローンダリングやテロ資金供与ならびに拡散金融の防止、反社会的勢力との関係遮
断、ならびにインサイダー取引の禁止、カルテル・入札談合等の独占禁止法および諸外国の競争法等の遵守等
について、コンプライアンスの遵守と腐敗防止の徹底に努めます。

2. 贈収賄の禁止
関連ルール等で許容される場合を除き、国内外の公務員等(※)には、直接または、代理店やコンサルタント等の
第三者を介し、便宜供与を期待する意図、便宜供与への謝礼の意図、営業上の不正な利益を得る意図での接待
や金品等の提供による贈賄や不正・不当な利益の受領またはその要求や約束等の行為を禁じています。
（※）公務員、みなし公務員、外国公務員等、特殊会社役職員等

特に国際事業においては、外国公務員等との接待・贈答に関し、日本および現地の法規制遵守を徹底し、慎重
かつ適切に行動することとしています。

（１）公務員等との接待・贈答に関わる留意点
①趣旨・目的が正当であり、便宜供与を期待する意図、あるいは便宜供与に対する謝礼の意図ではないこと
②費用等が通常の社会的儀礼（常識）の範囲内であること
③会合の場所や費用の処理等について公然性・明朗性が確保されること
④接待・贈答の相手先において、法令に加えて、内規（社内ルール）に抵触していないことを相手先へ確認する
⑤相手先が外国公務員等の場合は、上記①～④に加えて、「営業上の不正の利益を得るため」のものでない

ことが明確であり、費用は、当該外国公務員等が属する国の習慣上、社会通念上許される範囲内である
こと

（２）社会的良識に反する接待等の禁止
特定の取引先、特定関係者との多頻度な接待・贈答等や、社会通念、業界慣行等に照らし高額なものは留
意・忌避する。

3. 体制および対応
腐敗行為の防止に関する法令諸規則や社内規程への違反あるいは違反の可能性のある行為について、報告又
は内部通報を行った役職員に不利益が生じないよう通報者保護の徹底を図っています。

4. 教育・研修
これら腐敗防止への取り組みは、日本語版・英語版の「コンプライアンスハンドブック」に明示するとともに、e
ラーニングをはじめとした社内研修でも随時採り上げるなど、当社グループ役職員に徹底しています。
当社グループ海外現地法人の役職員向けには、日本語版・英語版の「公務員等に対する接待等のガイドライン」
を制定し、留意するべき事項を採り上げ周知しています。

5. 報告
経営会議および取締役会に対しても、当社グループのコンプライアンス体制・運用状況の一環として取り組み
状況を報告し、レビューを受けています。
2023年度において、腐敗に関連して当社グループに科された罰金等はありませんでした。また、腐敗に関わる
行為により処分・解雇をした役職員はおりません。

政治資金の対応

当社グループは、事業活動を行う国や地域の文化、慣習を尊重のうえ、グローバル視点による透明性の高い真摯
な行動を実践し、全ての法令およびルールの順守と、社会規範に則った健全かつ公正な企業活動を行うことを企
業行動規範で定めております。
政治資金への対応に関しては、政党および政治資金団体、その他の政治団体、公職の候補者（政治家等）への寄
附行為を禁止しています。
従いまして、毎年、政治資金の寄附の実績はありません。
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情報セキュリティ

ISO27001の
認証取得について

当社グループでは、お取引先に関わる情報資産および当社グループの情報資産を不正アクセス・紛失・漏えい・
改ざん、破壊等の脅威から保護することを目的に、情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格であるISO/
IEC27001の認証を取得し、情報資産の適切な保護と管理に全社的に取り組んでいます。今後も、社会から信頼
される企業を目指し、ISO/IEC27001のより一層の定着化と継続的な改善を図り、情報セキュリティの確保に努
めます。

（認証機関：BSIグループジャパン株式会社）

＜ISO27001認証取得範囲＞
東京センチュリーおよびグループ会社における以下事業所で認証を取得しています。
■ 東京センチュリー株式会社（本社、秋葉原UDX、常盤橋タワー）
■ EPC Japan株式会社

また、連結子会社である以下の1社については、個別に認証を取得しています。
■ FLCS株式会社（全事業所）

情報セキュリティ
基本方針

東京センチュリーグループは、お取引先に関わる情報資産および当社グループの情報資産を様々なセキュリティ
上の脅威から保護するため、この方針および関連規程・規則を定め、以下の取り組みを行ってまいります。

１．情報資産の保護
事業活動に関わる全ての情報資産を保護の対象とします。特に、お取引先に関わる情報および当社グループ
の機密情報等を最重要情報と位置づけ、不正アクセス、紛失、漏えい、改ざん、破壊の脅威から保護するため、
必要かつ適切な対策を講じます。

２．情報セキュリティ管理体制
情報セキュリティに関する審議機関として情報セキュリティ委員会、諸施策の実施責任者として情報セキュリティ
総括責任者を設置し、情報セキュリティに対する役割および責任を明確にし、全社的活動として取り組みます。

３．情報セキュリティ教育
役職員等に対する情報セキュリティに関わる教育・研修を継続的に実施し、情報セキュリティ意識の維持・向上
に努めます。

４．事件・事故の対応
情報セキュリティ事件・事故の予防に努めるとともに、万一、事件・事故の発生時には、速やかに再発防止策を含
む適切な対策を講じます。

５．法令等の順守
情報セキュリティに関連する法令、規制および契約上のセキュリティ要求事項を順守します。

６．継続的改善への取り組み
適正なリスクアセスメントに基づいて情報資産のセキュリティリスクを評価し、効果的なセキュリティ対策を推進
します。また、経営環境の変化、情報技術の進展等に応じて、方針や規程、対策を定期的に見直し、継続的改善
に努めます。
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情報セキュリティ
への取り組み

当社グループでは、情報セキュリティを経営にかかわる重大な課題と認識しています。そのため情報セキュリティ
マネジメントシステムの国際規格であるISO27001を取得し、情報セキュリティ委員会を中心に情報管理に関す
る規程類の整備、定期的なリスクアセスメントの実施によるリスクへの対策、役職員向けの情報セキュリティ研修
などを実施しています。
サイバーセキュリティについては、それを専門とする「TC-CSIRT」をシステム部門内に設置し、セキュリティ監視、ク
ラウドサービスのセキュリティ評価、役職員への啓発活動等を通じてインシデントの予防や再発防止に努めていま
す。サイバー攻撃は日々高度化・巧妙化するため、日本シーサート協議会への加盟による外部との情報共有および
実践を想定した演習への参加等によりインシデントへの対応力強化を図っています。また、2023年度から、主要
株主が運用するサイバーセキュリティフレームワークに参加しアセスメントや実践的演習を連携して行うなど、サ
イバーセキュリティ対策の強化を図っています。
事業のグローバル展開によりさまざまな文化・法制度のもとでの個人情報保護、情報セキュリティ対策強化が課題
になると認識しています。グローバル・セキュリティ・ガバナンス強化のため、海外現地法人へのアセスメントを通じ
た課題抽出やその対応を行っています。また、外部委託先管理の強化、情報セキュリティに関する情報提供および
定期的な連絡会の開催などにより、グループ会社との連携強化を図っています。
そのほかに、当社および国内外グループ会社を対象に日本語、外国語によるメール攻撃を想定した訓練を毎年複
数回実施しており、役職員の情報セキュリティ意識をブラッシュアップする手段として有効に機能しています。

個人情報保護

個人情報保護の
取り組み

当社は、個人番号および特定個人情報（以下、総称して「特定個人情報等」という）を含む個人情報の保護を重要
な社会的責務であると認識し、個人情報保護方針に基づいて、個人情報を適切に取り扱っています。
また、お客さまおよび株主さまの個人情報は、その利用目的を定め適切に取り扱っています。

＜個人情報保護方針＞
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy

＜お客さまの個人情報の取り扱いについて＞
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainabil ity/esg/governance/personal-information.html#anc_
privacy-customer

＜株主さまの個人情報の取り扱いについて＞
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainabil ity/esg/governance/personal-information.html#anc_
privacy-shareholder

https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy-customer
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy-customer
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy-shareholder
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy-shareholder
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FTSE4Good インデックス・シリーズ
当社は、世界の代表的な社会的責任投資（SRI）指標
の一つである当該指数の対象銘柄に選定されてい
ます。

FTSE Blossom Japan インデックス
ESGについて優れた対応を行っている日本企業の
パフォーマンスを測定するために設計された指数で
す。2017年から当該指数に組み入れられています。

MSCI ESG Ratings
MSCI ESGリサーチは、ESGリスクの度
合いなどを「AAAからCCC」までの７段
階で評価。2024年、当社はMSCI ESG 
RATINGSで「AA」の評価を受けました。

MSCIジャパンESG  
セレクト・リーダーズ指数

MSCIジャパンIMIトップ700指数の中
から、ESGに優れた企業を選別して構
築される指数です。2017年から当該
指数に組み入れられています。

外部評価・ESGインデックス

FTSE Blossom Japan Sector 
Relative インデックス

各セクターにおいて、ESGの対応に優れた日
本企業のパフォーマンスを反映する指数で、セ
クター・ニュートラルとなるように設計されて
います。2022年から当該指数に組み入れら
れています。

Sustainalytics ESG Risk Ratings
Sustainalyt ics ESG Risk Ratingsは
Sustainalytics社が機関投資家向けに提供
するESG（環境、社会、ガバナンス）リスク評価
で、企業がさらされている産業固有のリスクの
うち、管理可能なリスクへの対応状況を評価
しています。当社はリスクレベルの低い企業

（Low Risk）と評価されています。

※詳細はMSCI Webサイトご参照
　TERMS AND CONDITIONS ※詳細はFTSE Webサイトご参照

　https://www.lseg.com/ja/ftse-russell/indices/ftse4good

※詳細はMSCI Webサイトご参照
　TERMS AND CONDITIONS ※詳細はFTSE Webサイトご参照

　https://www.ftserussell.com/ja/products/indices/blossom-japan

※詳細はFTSE Webサイトご参照
　https://www.ftserussell.com/ja/products/indices/blossom-japan

MSCI日本株女性活躍指数（セレクト）
MSCI日本株女性活躍指数（セレクト）は、親指数における国際産業分類基
準（GICS®） 業種分類の中から、時価総額上位700銘柄で、性別多様性に
優れた企業を対象にして構築される指数です。当社は2022年から当該指
数に組み入れられています。

※詳細はMSCI Webサイトご参照
　https://www.msci.com/msci-japan-empowering-women-select-index-jp

MSCIジャパン700 SRIセレクト指数
MSCIジャパン700 SRIセレクト指数は、明確な価値観や気候変動の基準
に合致し、各セクターにおいて高い環境・社会・ガバナンス（ESG）の格付
けを有する企業のパフォーマンスを提供する目的で構築されています。本
指数はMSCIジャパンIMIトップ700指数を親指数とし、「ベスト・イン・クラ
ス」アプローチにより親指数の25％をカバレッジすることを目指していま
す。当社は当該指数に組み入れられています。

※詳細はMSCI Webサイトご参照
　https://www.msci.com/japan

Morningstar 日本株式
ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数（除くREIT）

Morningstar 日本株式 ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数（除く
REIT）は、Equileapが提供するデータと評価手法を活用し、確立された
ジェンダー・ダイバーシティ・ポリシーが企業文化として浸透している企業、
および、ジェンダーに関係なく従業員に対し平等な機会を約束している企
業に重点をおいた投資が可能になるよう設計された指数です。当社は当
該指数に組み入れられています。

※詳細はMorningstar Webサイトご参照
　https://indexes.morningstar.com/gender-diversity-indexes-jp

SOMPOサステナビリティ・インデックス
当社は、2024年6月にSOMPOアセットマネ
ジメント株式会社が運用する「SOMPOサス
テナビリティ・インデックス」の構成銘柄に選
定されました。このインデックスは、同社の 

「サステナブル運用」に活用されます。

https://www.msci.com/documents/1296102/15233886/How-to-Reference-an-MSCI-ESG-Rating-Final.pdf/c2ca92cb-1783-ae6e-d351-f9920c18b79b?t=1564729359833
http://info.msci.com/l/36252/2017-06-27/kj6v2j/36252/198943/MSCI_ESG_Index_logo_disclaimer_license_2017_COMPANY_NAME_final2.pdf?utm_source=esg&utm_medium=form&utm_campaign=esg_constituents_logo_request_2017
https://www.ftserussell.com/ja/products/indices/blossom-japan
https://www.ftserussell.com/ja/products/indices/blossom-japan
https://www.msci.com/msci-japan-empowering-women-select-index-jp
https://www.msci.com/japan
https://equileap.com/data/
https://indexes.morningstar.com/gender-diversity-indexes-jp
https://www.sompo-am.co.jp/institutional/product/06/
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DX注目企業2024
「DX銘柄」は、東京証券取引所に上場
している企業の中から、企業価値の向
上につながるDXを推進するための仕
組みを社内に構築し、優れたデジタル
活用の実績が表れている企業を選定
するものです。2024年5月に当社は、
特に「企業価値貢献」部分において注
目されるべき取り組みを実施している
企業として、「DX注目企業」の1社に
選定されました。

DX認定
DX認定制度は「情報処理の促進に関
する法律の一部を改正する法律」に基
づく認定制度です。「情報処理システ
ムの運用及び管理に関する指針」を踏
まえ、優良な取り組みを行う事業者と
して経済産業省から2021年に認定を
受けました。2023年3月に認定の更
新を受けています。

PRIDE指標2023
PRIDE指標は、LGBTQ+の方にとっ
て働きやすい職場づくりを実現するこ
とを目的に、任意団体のwork with 
Pr ideが2016年に策定したもので
す。当社は2022年、2023年と2年連
続で「シルバー」を受賞しました。

ESGリース促進事業
「優良取組認定事業者」

環境省の補助金事業（脱炭素社会の構
築に向けたESGリース促進事業）の指
定リース事業者のうち、ESGリース促
進の取り組みが顕著な事業者に対し、
環境省が「優良取組認定事業者」として
認定する制度です。当社は、令和6年度
も優良取組認定事業者として認定され
ています。

プラチナくるみん
厚生労働大臣より優良な「子育てサ
ポート企業」として2017年に「プラチ
ナくるみん」の認定を受けました。

※ 健康経営 R は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

健康経営優良法人2024
経済産業省により創設された「健康経
営優良法人認定制度」は、地域の健康
課題に即した取り組みや日本健康会
議が進める健康増進の取り組みをも
とに、特に優良な健康経営※を実践し
ている大企業や中小企業等の法人を
顕彰する制度です。

S＆P/JPX カーボン・
エフィシェント指数

炭素効率性が高い企業と二酸化炭素
排出量など温室効果ガスに関する情
報開示を行っている企業等を選別し
て構成される指数です。2018年から
当該指数に組み入れられています。

CDP
CDPは、気候変動対策などの環境問
題に対して情報開示を求め、調査・分
析を行っている英国の非政府組織

（NGO)です。当社は2016年度より、
「気候変動」「水セキュリティ」質問書へ
の回答を通じて情報開示を行ってい
ます。

CDP
スコア

質問書の種類

気候変動

2021年度

B

2022年度

B

2023年度

B

水セキュリティ C C− C−



外部団体への参画においては、東京センチュリーグループの考え方や方向性に一致する業界団体・イニシアティブに積極的に参画し、気候変
動（脱炭素化）への取り組みを推進しています。外部団体参画の見直しにおいては、当社の考え方や方向性との整合性を精査し、差異がある
場合、まずはエンゲージメントを通じて当社の立場や考え方を理解してもらえるよう働きかけます。
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外部イニシアティブへの参画

TCFDへの賛同

当社は、2021年4月に、金融安定理事会（FSB）により設置された「気候関連財
務情報開示タスクフォース（TCFD※）」 の提言に賛同を表明、提言に沿った情報
開示を行っています。
※ Task Force on Climate-related Financial Disclosures

■ 詳細はTCFDオフィシャルサイトご参照
　https://www.fsb-tcfd.org

国連グローバル・コ
ンパクト（UNGC）
への署名

当社は、2018年5月に、国連グローバル・コンパクト（UNGC）に署名しました。
UNGCは国連が提唱している世界的なイニシアティブで、各企業・団体が責任
ある創造的なリーダーシップを発揮することによって、社会の良き一員として行
動し、持続可能な成長を実現するための世界的な枠組み作りに参加する自発的
な取り組みです。
UNGCは企業に対し、「人権」「労働」「環境」「腐敗防止」に関する10原則を順守
し実践するよう要請しています。当社は、10原則の実現に向けた努力を今後も
継続し、持続可能な社会の発展に貢献していきます。

21世紀金融
行動原則への署名

当社は、2016年5月に、金融機関等によるESGを考慮した金融行動のイニシア
ティブである「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（通称：21世紀金融
行動原則）」に署名しました。
持続可能な社会の形成に向けた７つの原則に基づき、環境や社会に配慮した取
り組みを積極的に実践しています。

TCFD提言へ賛同する企業や金融機関等が一体となって取り組みを推進し、企
業の効果的な情報開示や、開示された情報を金融機関等の適切な投資判断につ
なげるための取り組みについて議論する団体です。

TCFDコンソーシアム
に加盟

当社は、2023年4月に、GXリーグに参画いたしました。
GXリーグは、2050年カーボンニュートラルの実現などに向け、経済社会システ
ム全体の変革（GX）に取り組む企業群が、行政、大学・研究機関、金融機関等の
GXに向けた挑戦を行うプレイヤーと一体となり、経済社会システム全体の変革
のための議論と新たな市場の創造のための実践を行う場です。

GXリーグへの参画

プラチナ構想
ネットワークに加盟

当社は、2022年８月に、プラチナ構想ネットワークに加盟いたしました。
プラチナ構想ネットワークは、「地球が持続し、豊かで、すべての人の自己実現を
可能にする社会」をプラチナ社会と定義し、その実現を目指しています。産公学
民のネットワーク化により、プラチナ構想ビジョンを共有する地域同士、主体同
士の連携を促し「解決策を導く」ことなどが特長です。




